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(57)【要約】
【課題】基板との密着性に優れた被めっき層を形成し得る被めっき層形成用組成物等の提
供。
【解決手段】ラジカル重合性基、１０≦ｐＫａ≦１６の炭素原子に直接結合した活性水素
を有する官能基、及びイオン性吸着基を有するポリマーを含有する被めっき層形成用組成
物等を提供する。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ラジカル重合性基、１０≦ｐＫａ≦１６の炭素原子に直接結合した活性水素を有する官
能基、及びイオン性吸着基を有するポリマーを含有する被めっき層形成用組成物。
【請求項２】
　前記ラジカル重合性基、１０≦ｐＫａ≦１６の炭素原子に直接結合した活性水素を有す
る官能基、及びイオン性吸着基を有するポリマーが、下記式（Ａ）～（Ｃ）で表されるユ
ニットを含む共重合体である請求項１に記載の被めっき層形成用組成物。
【化１】

［式（Ａ）中、Ｒ１～Ｒ４は、夫々独立して、水素原子、又は置換若しくは無置換のアル
キル基を表し、Ｚ及びＹは、夫々独立して、単結合、置換若しく無置換の二価の有機基、
エステル基、アミド基、又はエーテル基を表し、Ｌ１は、置換若しくは無置換の二価の有
機基を表す。
　式（Ｂ）中、Ｒ５は、水素原子、又は置換若しくは無置換のアルキル基を表し、Ｒ７は
、単結合、－Ｃ（＝Ｏ）－、又は－Ｃ（＝ＮＲ１０）－を表し、Ｒ８及びＲ９は、夫々独
立して、水素原子、－Ｃ（＝Ｏ）Ｒ１１、－Ｃ（＝ＮＲ１２）Ｒ１３、又はシアノ基を表
し、Ｒ１０、Ｒ１１、Ｒ１２、及びＲ１３は、夫々独立して、炭素数１～４のアルキル基
を表し、Ｘは、単結合、置換若しく無置換の二価の有機基、エステル基、アミド基、又は
エーテル基を表し、Ｌ２は、置換若しくは無置換の二価の有機基を表す。但し、Ｒ７が単
結合の場合、Ｒ８及びＲ９は－Ｃ（＝Ｏ）Ｒ１１、－Ｃ（＝ＮＲ１２）Ｒ１３、又はシア
ノ基を表す。
　式（Ｃ）中、Ｒ６は、水素原子、又は置換若しくは無置換のアルキル基を表し、Ｕは、
単結合、置換若しく無置換の二価の有機基、エステル基、アミド基、又はエーテル基を表
し、Ｌ３は、置換若しくは無置換の二価の有機基を表し、Ｖはイオン性吸着基を表す。］
【請求項３】
　前記１０≦ｐＫａ≦１６の炭素原子に直接結合した活性水素を有する官能基が、α－置
換酢酸エステル誘導体に由来する官能基である請求項１に記載の被めっき層形成用組成物
。
【請求項４】
　前記式（Ｂ）で表されるユニットにおいて、Ｒ８及び／又はＲ９がシアノ基である請求
項２に記載の被めっき層形成用組成物。
【請求項５】
　前記式（Ｃ）で表されるユニットにおいて、Ｖがカルボン酸基である請求項２に記載の
被めっき層形成用組成物。
【請求項６】
　（ａ１）基板上に、請求項１～請求項５のいずれか１項に記載の被めっき層形成用組成
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物を接触させた後、前記被めっき層形成用組成物に対してパターン状にエネルギーを付与
して、その領域の当該被めっき層形成用組成物を硬化させる工程と、
　（ａ２）前記基板上の前記被めっき層形成用組成物の未硬化部を、ｐＨ１０未満のアル
カリ水溶液で現像処理し、パターン状の被めっき層を形成する工程と、
　（ａ３）現像処理後の前記パターン状の被めっき層を、ｐＨ１０以上のアルカリ水溶液
で架橋処理する工程と、
　（ａ４）架橋処理後の前記パターン状の被めっき層にめっき触媒又はその前駆体を付与
する工程と、
　（ａ５）前記めっき触媒又はその前駆体に対してめっきを行う工程と、
を有する金属パターン材料の作製方法。
【請求項７】
　請求項６に記載の金属パターン材料の作製方法により得られた金属パターン材料。
【請求項８】
　（ｂ１）基板上に、請求項１～請求項５のいずれか１項に記載の被めっき層形成用組成
物を接触させた後、前記被めっき層形成用組成物に対してその全面にエネルギーを付与し
て、その領域の当該被めっき層形成用組成物を硬化させて、被めっき層を形成する工程と
、
　（ｂ２）前記被めっき層を、ｐＨ１０以上のアルカリ水溶液で架橋処理する工程と、
　（ｂ３）架橋処理後の前記被めっき層にめっき触媒又はその前駆体を付与する工程と、
　（ｂ４）前記めっき触媒又はその前駆体に対してめっきを行う工程と、
を有する表面金属膜材料の作製方法。
【請求項９】
　請求項８に記載の表面金属膜材料の作製方法により得られた表面金属膜材料。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、被めっき層形成用組成物、金属パターン材料の作製方法及びそれにより得ら
れた金属パターン材料、表面金属膜材料の作製方法及びそれにより得られた表面金属膜材
料に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、絶縁性基板の表面に金属パターンによる配線を形成した金属配線基板が、電
子部品や半導体素子に広く用いられている。
　かかる金属パターン材料の作製方法としては、主に、「サブトラクティブ法」が使用さ
れる。このサブトラクティブ法とは、基板表面に形成された金属膜上に、活性光線の照射
により感光する感光層を設け、この感光層を像様露光し、その後現像してレジスト像を形
成し、次いで、金属膜をエッチングして金属パターンを形成し、最後にレジストを剥離す
る方法である。
【０００３】
　この方法により得られる金属パターンにおいては、基板表面に凹凸を設けることにより
生じるアンカー効果により、基板と金属膜との間の密着性を発現させている。そのため、
得られた金属パターンの基板界面部の凹凸に起因して、金属配線として使用する際の高周
波特性が悪くなるという問題点があった。また、基板表面に凹凸化処理するためには、ク
ロム酸などの強酸で基板表面を処理するが必要であるため、金属膜と基板との密着性に優
れた金属パターンを得るためには、煩雑な工程が必要であるという問題点があった。
【０００４】
　この問題を解決するため、基板の表面にプラズマ処理を行い、基板表面に重合開始基を
導入し、その重合開始基からモノマーを重合させて、基板表面に極性基を有する表面グラ
フトポリマーを生成させるという表面処理を行うことで、基板の表面を粗面化することな
く、基板と金属膜との密着性を改良させる方法が提案されている（例えば、非特許文献１
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参照。）。
【０００５】
　また、下記特許文献１には、基材上に機能性素材と相互作用しうる官能基及び架橋性官
能基を有するグラフトポリマーを直接結合させ、該機能性素材と相互作用しうる官能基に
機能性素材を吸着させて機能性素材吸着層を形成した後、該機能性素材吸着層に加熱等に
よりエネルギーを付与し、機能性素材吸着層中に架橋構造を形成することで、耐久性（密
着性）及び機能性素材の保持性及びその持続性に優れた機能性素材吸着層を有する表面機
能性部材を得る方法が開示されている。
【０００６】
　一方、マイケル付加反応を適用した硬化性組成物に関しては、カプセル化された塩基触
媒を利用して、多官能アクリレート（マイケル受容体）とメチルアセトアセテート等の活
性メチレン化合物（マイケル供与帯）とをマイケル付加反応により硬化させる組成物が開
示されている（特許文献２参照）。
【非特許文献１】Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ　２０００年　２０号　１４８
１－１４９４
【特許文献１】特開２００６－５６９４８号公報
【特許文献２】特開２００７－２１７６８６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　前記特許文献１に記載の方法では、基材と直接結合したグラフトポリマーを含む機能性
素材層中に架橋構造を形成することで、耐久性（密着性）に優れた機能性素材層が形成さ
れる。しかし、この方法に適用される架橋反応は、加熱等のエネルギー付与によるもので
あることから、エネルギー付与手段が必要となり、より簡便な処理により基材とその上層
の密着性が要求されるような場合には、このような方法は不向きである。また、この架橋
反応では機能性素材を吸着する基が架橋反応で消費されてしまうため、多くの機能性素材
を層中に吸着させる必要がある場合には、このような方法は不向きであった。更に、反応
活性の高い官能基を層中に共存させておく必要があるため、高い経時安定性が要求される
ような場合には不向きであった。
　本発明は、上記の諸事情に鑑みなされたものであり、以下の目的を達成することを課題
とする。
【０００８】
　即ち、本発明の第１の目的は、基板との密着性に優れた被めっき層を形成し得る被めっ
き層形成用組成物を提供することにある。
　また、本発明の第２の目的は、基板との密着性に優れた金属パターンを、簡易に形成し
うる金属パターン材料の作製方法、及びこれにより得られた金属パターン材料を提供する
ことにある。
　また、本発明の第３の目的は、基板との密着性に優れた金属膜を、簡易に形成しうる表
面金属膜材料の作製方法、及びこれにより得られた表面金属膜材料を提供することにある
。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者は、前記課題に鑑みて鋭意検討した結果、以下に示す手段により前記目的を達
成しうることを見出した。
【００１０】
　＜１＞　ラジカル重合性基、１０≦ｐＫａ≦１６の炭素原子に直接結合した活性水素を
有する官能基、及びイオン性吸着基を有するポリマーを含有する被めっき層形成用組成物
。
　＜２＞　前記ラジカル重合性基、１０≦ｐＫａ≦１６の炭素原子に直接結合した活性水
素を有する官能基、及びイオン性吸着基を有するポリマーが、下記式（Ａ）～（Ｃ）で表
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されるユニットを含む共重合体である＜１＞に記載の被めっき層形成用組成物。
　ここで、上記ラジカル重合性基は下記（Ａ）で表されるユニット中のオレフィン部分で
あり、上記１０≦ｐＫａ≦１６の炭素原子に直接結合した活性水素を有する官能基は、下
記（Ｂ）で表されるユニット中のＲ８及びＲ９が結合した炭素原子上の活性水素であり、
上記イオン性吸着基は下記（Ｃ）で表されるユニット中の官能基Ｖである。
【化１】

【００１１】
　式（Ａ）中、Ｒ１～Ｒ４は、夫々独立して、水素原子、又は置換若しくは無置換のアル
キル基を表し、Ｚ及びＹは、夫々独立して、単結合、置換若しく無置換の二価の有機基、
エステル基、アミド基、又はエーテル基を表し、Ｌ１は、置換若しくは無置換の二価の有
機基を表す。
　式（Ｂ）中、Ｒ５は、水素原子、又は置換若しくは無置換のアルキル基を表し、Ｒ７は
、単結合、－Ｃ（＝Ｏ）－、又は－Ｃ（＝ＮＲ１０）－を表し、Ｒ８及びＲ９は、夫々独
立して、水素原子、－Ｃ（＝Ｏ）Ｒ１１、－Ｃ（＝ＮＲ１２）Ｒ１３、又はシアノ基を表
し、Ｒ１０、Ｒ１１、Ｒ１２、及びＲ１３は、夫々独立して、炭素数１～４のアルキル基
を表し、Ｘは、単結合、置換若しく無置換の二価の有機基、エステル基、アミド基、又は
エーテル基を表し、Ｌ２は、置換若しくは無置換の二価の有機基を表す。但し、Ｒ７が単
結合の場合、Ｒ８及びＲ９は－Ｃ（＝Ｏ）Ｒ１１、－Ｃ（＝ＮＲ１２）Ｒ１３、又はシア
ノ基を表す。
　式（Ｃ）中、Ｒ６は、水素原子、又は置換若しくは無置換のアルキル基を表し、Ｕは、
単結合、置換若しく無置換の二価の有機基、エステル基、アミド基、又はエーテル基を表
し、Ｌ３は、置換若しくは無置換の二価の有機基を表し、Ｖはイオン性吸着基を表す。
【００１２】
　＜３＞　前記１０≦ｐＫａ≦１６の炭素原子に直接結合した活性水素を有する官能基が
、α－置換酢酸エステル誘導体に由来する官能基である＜１＞に記載の被めっき層形成用
組成物。
　＜４＞　前記式（Ｂ）で表されるユニットにおいて、Ｒ８及び／又はＲ９がシアノ基で
ある＜２＞に記載の被めっき層形成用組成物。
　＜５＞　前記式（Ｃ）で表されるユニットにおいて、Ｖがカルボン酸基である＜２＞に
記載の被めっき層形成用組成物。
　＜６＞　（ａ１）基板上に、＜１＞～＜５＞のいずれかに記載の被めっき層形成用組成
物を接触させた後、前記被めっき層形成用組成物に対してパターン状にエネルギーを付与
して、その領域の当該被めっき層形成用組成物を硬化させる工程と、
　（ａ２）前記基板上の前記被めっき層形成用組成物の未硬化部を、ｐＨ１０未満のアル
カリ水溶液で現像処理し、パターン状の被めっき層を形成する工程と、
　（ａ３）現像処理後の前記パターン状の被めっき層を、ｐＨ１０以上のアルカリ水溶液
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で架橋処理する工程と、
　（ａ４）架橋処理後の前記パターン状の被めっき層にめっき触媒又はその前駆体を付与
する工程と、
　（ａ５）前記めっき触媒又はその前駆体に対してめっきを行う工程と、
を有する金属パターン材料の作製方法。
　＜７＞　＜６＞に記載の金属パターン材料の作製方法により得られた金属パターン材料
。
【００１３】
　＜８＞　（ｂ１）基板上に、＜１＞～＜５＞のいずれか１項に記載の被めっき層形成用
組成物を接触させた後、前記被めっき層形成用組成物に対してその全面にエネルギーを付
与して、その領域の当該被めっき層形成用組成物を硬化させて、被めっき層を形成する工
程と、
　（ｂ２）前記パターン状の被めっき層を、ｐＨ１０以上のアルカリ水溶液で架橋処理す
る工程と、
　（ｂ３）架橋処理後の前記被めっき層にめっき触媒又はその前駆体を付与する工程と、
　（ｂ４）前記めっき触媒又はその前駆体に対してめっきを行う工程と、
を有する表面金属膜材料の作製方法。
　＜９＞　＜８＞に記載の表面金属膜材料の作製方法により得られた表面金属膜材料。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、基板との密着性に優れた被めっき層を形成し得る被めっき層形成用組
成物を提供することができる。
　また、本発明によれば、基板との密着性に優れた金属パターンを、簡易に形成しうる金
属パターン材料の作製方法、及びこれにより得られた金属パターン材料を提供することが
できる。
　また、本発明によれば、基板との密着性に優れた金属膜を、簡易に形成しうる表面金属
膜材料の作製方法、及びこれにより得られた表面金属膜材料を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　以下、本発明を詳細に説明する。
＜被めっき層形成用組成物＞
　本発明の被めっき層形成用組成物は、ラジカル重合性基、１０≦ｐＫａ≦１６の炭素原
子に直接結合した活性水素を有する官能基、及びイオン性吸着基を有するポリマーを含有
することを特徴とする。以下では、本発明に用いられる、ラジカル重合性基、１０≦ｐＫ
ａ≦１６の炭素原子に直接結合した活性水素を有する官能基、及びイオン性吸着基を有す
るポリマーを、適宜、「特定ポリマー」と称して説明する。
【００１６】
〔特定ポリマー〕
　本発明における特定ポリマーは、その分子内に、ラジカル重合性基、１０≦ｐＫａ≦１
６の炭素原子に直接結合した活性水素を有する官能基（以下、適宜、「特定官能基」と称
する。）、及び、イオン性吸着基を有することを特徴としている。
【００１７】
　特定ポリマーが分子内に有するラジカル重合性基は、本発明の被めっき層形成用組成物
による被めっき層の形成において、基板上に接触させた該被めっき層形成用組成物に対し
てエネルギー付与を行った際に、該被めっき層形成用組成物の硬化に寄与し、延いては基
板と被めっき層との密着性向上効果が発揮される。さらに、特定ポリマーがその分子内に
有するラジカル重合性基及び特定官能基は、塩基触媒の存在下、各々、マイケル付加反応
におけるマイケル付加受容体及びマイケル付加供与体として機能するものであるため、被
めっき層形成用組成物をエネルギー付与により硬化させて被めっき層形成を行った後に、
更に、被めっき層中に存在する特定ポリマーに、マイケル付加反応を生起させると、エネ
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ルギー付与による硬化に寄与しなかったラジカル重合性基と特定官能基とにより、被めっ
き層中に架橋構造が形成され、基板と被めっき層との密着性が著しく向上する。なお、こ
こで、マイケル付加反応とは、活性化した不飽和系に活性メチレン化合物が塩基触媒によ
って付加する公知の反応である。
　また、本発明の被めっき層形成用組成物により形成される被めっき層においては、特定
ポリマーが、分子内のラジカル重合性基により基板に結合していることが好ましい態様で
あるが、かかる場合に、上記のマイケル付加反応により被めっき層中に架橋構造の形成が
行われると、本発明の被めっき層形成用組成物により形成される被めっき層と基板との密
着性がより一層優れたものとなる。
　さらに、特定ポリマーは、一つの分子内に、マイケル付加受容体及びマイケル付加供与
体として機能する部位（ラジカル重合性基及び特定官能基）を併有することから、マイケ
ル付加反応による架橋構造の形成を効率よく行うことができる。
【００１８】
　特定ポリマー中の特定官能基は、その構造中に、１０≦ｐＫａ≦１６の炭素原子に直接
結合した活性水素を有するものである。特定官能基としては、活性水素が結合する炭素原
子に隣接する部分構造として、Ｃ＝Ｏ、Ｃ＝Ｎ、又はＣＮを２つ以上有するものであるこ
とが好ましい。
　特定官能基としては、α－置換酢酸エステル誘導体に由来する官能基であることが好ま
しい。該α－置換酢酸エステル誘導体としては、例えば、α－シアノ酢酸エステル誘導体
、α－アセチル酢酸エステル誘導体、α－アリール酢酸エステル誘導体、α－ニトロ酢酸
エステル誘導体、α－ビニル酢酸エステル誘導体、α－メチルスルホキシ酢酸エステル誘
導体、等が挙げられる。
【００１９】
　特定官能基として具体的には、例えば、以下のものが挙げられるが、これらに限定され
るものではない。なお、以下の例示において、Ｈと明記した部分が、１０≦ｐＫａ≦１６
の炭素原子に直接結合した活性水素を示す。また、以下の例示において、波線で示される
部位は、特定官能基とポリマー鎖との連結部位を示す。
【００２０】
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【化２】

【００２１】
　特定ポリマー中のラジカル重合性基は、エネルギー付与により直接、又は、共存するラ
ジカル発生剤から発生したラジカルにより重合しうるとともに、マイケル付加反応の受容
体として機能しうる官能基であれば特に制限されないが、具体的には、アクリロイルオキ
シ基、メタクリロイロキシ基、ビニルカルボニル基、などが挙げられる。中でも、メタア
クロリロイルオキシ基又はアクロリロイルオキシ基が好ましく、マイケル付加受容性の観
点からは、アクロリロイルオキシ基がより好ましい。
【００２２】
　このようなラジカル重合性基は、ラジカル重合性基がペンダントされたモノマーを共重
合することで特定ポリマー中に導入してもよいし、予め合成されたポリマー（例えば、イ
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オン性吸着基及び相互作用性基を有するポリマー）の一部に付加・置換させることで、特
定ポリマー中に導入してもよい。
【００２３】
　特定ポリマー中のイオン性吸着基は、本発明の被めっき層形成用組成物により被めっき
層の形成する際に用いられるめっき触媒又はその前駆体に対して吸着性を発揮するもので
あれば特に限定されず、具体的には、カルボン酸基、スルホン酸基、リン酸、ボロン酸等
が挙げられる。中でも、他の官能基に対する不活性性の点からは、カルボン酸基が好まし
い。
【００２４】
　後述する本発明の金属パターン作製方法においては、パターン状の被めっき層を形成す
るに際して、ｐＨ１０未満のアルカリ水溶性での現像処理により、未硬化部の被めっき層
形成組成物を除去するが、特定ポリマー中のイオン性吸着基として、アルカリ水溶液に対
する被めっき層の溶解性を向上させうる基を選択すれば、当該現像処理における未硬化部
の被めっき層形成組成物の除去性を向上させることものできる。
【００２５】
　イオン性吸着基は、以下に説明する、ラジカル重合性基と特定官能基とを有するポリマ
ーの一部に付加・置換させることで、特定ポリマー中に導入していてもよいし、また、上
記のようなイオン性吸着基がペンダントされたモノマーを共重合することで、特定ポリマ
ー中に導入してもよい。
【００２６】
　本発明における特定ポリマーは、下記式（Ａ）～（Ｃ）で表されるユニットを含む共重
合体であることが好ましい。
【００２７】
【化３】

【００２８】
式（Ａ）中、Ｒ１～Ｒ４は、夫々独立して、水素原子、又は置換若しくは無置換のアルキ
ル基を表し、Ｚ及びＹは、夫々独立して、単結合、置換若しく無置換の二価の有機基、エ
ステル基、アミド基、又はエーテル基を表し、Ｌ１は、置換若しくは無置換の二価の有機
基を表す。
　式（Ｂ）中、Ｒ５は、水素原子、又は置換若しくは無置換のアルキル基を表し、Ｒ７は
、単結合、－Ｃ（＝Ｏ）－、又は－Ｃ（＝ＮＲ１０）－を表し、Ｒ８及びＲ９は、夫々独
立して、水素原子、－Ｃ（＝Ｏ）Ｒ１１、－Ｃ（＝ＮＲ１２）Ｒ１３、又はシアノ基を表
し、Ｒ１０、Ｒ１１、Ｒ１２、及びＲ１３は、夫々独立して、炭素数１～４のアルキル基
を表し、Ｘは、単結合、置換若しく無置換の二価の有機基、エステル基、アミド基、又は
エーテル基を表し、Ｌ２は、置換若しくは無置換の二価の有機基を表す。但し、Ｒ７が単
結合の場合、Ｒ８及びＲ９は－Ｃ（＝Ｏ）Ｒ１１、－Ｃ（＝ＮＲ１２）Ｒ１３、又はシア
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ノ基を表す。
　式（Ｃ）中、Ｒ６は、水素原子、又は置換若しくは無置換のアルキル基を表し、Ｕは、
単結合、置換若しく無置換の二価の有機基、エステル基、アミド基、又はエーテル基を表
し、Ｌ３は、置換若しくは無置換の二価の有機基を表し、Ｖはイオン性吸着基を表す。　
　　　
【００２９】
　式（Ａ）～（Ｃ）において、Ｒ１～Ｒ６が、置換若しくは無置換のアルキル基である場
合、無置換のアルキル基としては、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基が挙げら
れ、また、置換アルキル基としては、メトキシ基、ヒドロキシ基、塩素原子、臭素原子、
フッ素原子等で置換された、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基が挙げられる。
　なお、Ｒ１としては、水素原子、メチル基、或いは、ヒドロキシ基又は臭素原子で置換
されたメチル基が好ましい。
　式（Ａ）におけるＲ２としては、水素原子、メチル基、或いは、ヒドロキシ基又は臭素
原子で置換されたメチル基が好ましい。
　式（Ａ）におけるＲ３としては、水素原子が好ましい。
　式（Ａ）におけるＲ４としては、水素原子が好ましい。
　式（Ｂ）におけるＲ５としては、水素原子、メチル基、或いは、ヒドロキシ基又は臭素
原子で置換されたメチル基が好ましい。
　式（Ｃ）におけるＲ６としては、水素原子、メチル基、或いは、ヒドロキシ基又は臭素
原子で置換されたメチル基が好ましい。
【００３０】
　式（Ａ）～（Ｃ）におけるＸ、Ｙ、Ｚ、及びＵは、単結合、置換若しく無置換の二価の
有機基、エステル基、アミド基、又はエーテル基を表す。Ｘ、Ｙ、Ｚ、又はＵが、置換若
しくは無置換の二価の有機基の場合、該二価の有機基としては、置換若しくは無置換の脂
肪族炭化水素基、置換若しくは無置換の芳香族炭化水素基が挙げられる。
　Ｘ、Ｙ、Ｚ、又はＵで表される置換若しくは無置換の脂肪族炭化水素基としては、メチ
レン基、エチレン基、プロピレン基、ブチレン基、又はこれらの基が、メトキシ基、ヒド
ロキシ基、塩素原子、臭素原子、フッ素原子等で置換されたものが好ましい。
　Ｘ、Ｙ、Ｚ、又はＵで表される置換若しくは無置換の芳香族炭化水素基としては、無置
換のフェニル基、若しくは、メトキシ基、ヒドロキシ基、塩素原子、臭素原子、フッ素原
子等で置換されたフェニル基が好ましい。
　Ｘ、Ｙ、Ｚ、及びＵとしては、夫々独立して、エステル基、アミド基、又はエーテル基
が好ましく、特に好ましくはエステル基である。
【００３１】
　式（Ａ）におけるＬ１は、ウレタン結合又はウレア結合を有する二価の有機基が好まし
く、ウレタン結合を有する二価の有機基がより好ましく、中でも、総炭素数１～９である
ものが好ましい。なお、ここで、Ｌ１の総炭素数とは、Ｌ１で表される置換若しくは無置
換の二価の有機基に含まれる総炭素原子数を意味する。
　Ｌ１の構造として、より具体的には、下記式（１－１）、又は、式（１－２）で表され
る構造であることが好ましい。
【００３２】
【化４】

【００３３】
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　上記式（１－１）及び式（１－２）中、Ｒａ及びＲｂは、夫々独立して、炭素原子、水
素原子、及び酸素原子からなる群より選択される２つ以上の原子を用いて形成される２価
の有機基であり、好ましくは、置換若しくは無置換の、メチレン基、エチレン基、プロピ
レン基、又はブチレン基、エチレンオキシド基、ジエチレンオキシド基、トリエチレンオ
キシド基、テトラエチレンオキシド基、ジプロピレンオキシド基、トリプロピレンオキシ
ド基、テトラプロピレンオキシド基が挙げられる。
【００３４】
　また、式（Ｂ）におけるＬ２、及び、式（Ｃ）におけるＬ３は、それぞれ、直鎖、分岐
、若しくは環状のアルキレン基、芳香族基、又はこれらを組み合わせた基であることが好
ましい。該アルキレン基と芳香族基とを組み合わせた基は、更に、エーテル基、エステル
基、アミド基、ウレタン基、ウレア基を介していてもよい。中でも、Ｌ２及びＬ３はそれ
ぞれ総炭素数が１～１５であることが好ましく、特に無置換であることが好ましい。なお
、ここで、総炭素数とは、例えば、Ｌ２で表される置換若しくは無置換の二価の有機基に
含まれる総炭素原子数を意味する。Ｌ３の場合も同様である。
　具体的には、メチレン基、エチレン基、プロピレン基、ブチレン基、フェニレン基、及
びこれらの基が、メトキシ基、ヒドロキシ基、塩素原子、臭素原子、フッ素原子等で置換
されたもの、更には、これらを組み合わせた基が挙げられる。
【００３５】
　式（Ｂ）で表されるユニットにおいて、Ｒ７、Ｒ８及びＲ９を含んで構成される下記の
部分構造は、特定ポリマーにおける特定官能基に相当する部分構造である。
【００３６】

【化５】

【００３７】
　上記部分構造中、Ｒ７は、単結合、－Ｃ（＝Ｏ）－、又は－Ｃ（＝ＮＲ１０）－を表し
、Ｒ８及びＲ９は、夫々独立して、水素原子、－Ｃ（＝Ｏ）Ｒ１１、－Ｃ（＝ＮＲ１２）
Ｒ１３、又はシアノ基を表し、Ｒ１０、Ｒ１１、Ｒ１２、及びＲ１３は、夫々独立して、
炭素数１～４のアルキル基を表す。但し、Ｒ７が単結合の場合、Ｒ８及びＲ９は－Ｃ（＝
Ｏ）Ｒ１１、－Ｃ（＝ＮＲ１２）Ｒ１３、又はシアノ基を表す。Ｒ７、Ｒ８及びＲ９は、
Ｃ＝Ｏ、Ｃ＝Ｎ、又はＣＮを２つ以上有するものであることが好ましい。
　Ｒ７、Ｒ８及びＲ９の好ましい組み合わせの具体例としては、特定官能基の具体例とし
て先に例示したものが挙げられる。
【００３８】
　また、シアノ基はめっき触媒等への吸着能が高いことから、Ｒ８及び／又はＲ９がシア
ノ基である場合、該シアノ基は、めっき触媒等の吸着基としても寄与しうる。
【００３９】
　式（Ｃ）で表されるユニットにおいて、Ｖはイオン性吸着基を表し、このイオン性吸着
基としては前述したものが挙げられる。中でも、他の官能基に対する不活性性の点から、
カルボン酸基が好ましい。
【００４０】
　本発明における特定ポリマーの具体例を以下に示すが、これらに限定されるものではな
い。なお、これらの具体例の重量平均分子量は、いずれも、３０００～１０００００の範
囲である。
【００４１】
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【化７】

【００４３】
（特定ポリマーの合成方法）
　以下、本発明の特定ポリマーの合成方法について説明する。
　本発明における特定ポリマーは、前述のラジカル重合性基、１０≦ｐＫａ≦１６の炭素
原子に直接結合した活性水素を有する官能基（即ち、特定官能基）及びイオン性吸着基を
有するポリマーであれば特に限定されないが、ラジカル重合性基、特定官能基、及びイオ
ン性吸着基のそれぞれを側鎖に有するポリマーであることが好ましい。本発明における特
定ポリマーは、式（Ａ）～（Ｃ）で表されるユニットを含む共重合体のような、ラジカル
重合性基を有するユニット、特定官能基を有するユニット、及びイオン性吸着基を有する
ユニットを含む共重合体であることが好ましい。
　以下、ラジカル重合性基を有するユニット、特定官能基を有するユニット、及びイオン
性吸着基を有するユニットを含む共重合体の態様を有する特定ポリマーと、その合成方法
について説明する。
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　上記のような共重合体の態様を有する特定ポリマーは、以下のように合成できる。
　合成方法としては、下記のｉ）～ii）が挙げられる。
　ｉ）特定官能基をを有するモノマーと、ラジカル重合性基を有するモノマーと、イオン
性吸着基を有するモノマーと、を共重合する方法
　ii）特定官能基を有するモノマー及びイオン性吸着基を有するモノマーを用いて合成さ
れ、且つ、反応性基を有するポリマーに、該ポリマー中の反応性基と反応しうるラジカル
重合性基を有するモノマーを反応させ、二重結合を導入（重合性基を導入する）方法
　これらの中でも、好ましいのは、合成適性の観点からii）の方法である。
【００４５】
　なお、合成方法ｉ）～ii）において特定ポリマーを合成する際には、得られる特定ポリ
マーの吸水性を低下させるため、また、疎水性を向上させるために、他のモノマーを共重
合成分として用いてもよい。他のモノマーとしては、一般的な、ラジカル重合系のモノマ
ーが用いられ、ジエン系モノマー、アクリル系モノマー等が挙げられる。中でも、無置換
アルキルのアクリル系モノマーが好ましい。具体的には、ターシャリーブチルアクリレー
ト、２－エチルヘキシルアクリレート、ブチルアクリレート、シクロヘキシルアクリレー
ト、ベンジルメタクリレートなどが好ましく使用できる。
【００４６】
　上記の合成方法ｉ）～ii）で用いられる特定官能基を有するモノマーとしては、前記し
た特定官能基を有するモノマーであればいかなるモノマーも使用可能であるが、例えば、
具体的には、以下に示すものが挙げられる。
　これらは１種を単独で使用してもよい、２種以上を併用してもよい。
【００４７】
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【００４８】
　また、合成方法ｉ）～ii）で用いられるイオン性吸着基を有するモノマーとしては、前
記したイオン性吸着基を有するモノマーであればいかなるモノマーも使用可能であるが、
例えば、具体的には、以下に示すものが挙げられる。
　これらは１種を単独で使用してもよい、２種以上を併用してもよい。
【００４９】
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【００５０】
　前記ｉ）の合成方法で用いられるラジカル重合性基を有するモノマーとしては、アリル
（メタ）アクリレートや、以下の化合物などが挙げられる。
【００５１】
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【化１０】

【００５２】
　前記ii）の合成方法において用いられるポリマーは、特定官能基を有するモノマー、イ
オン性吸着基を有するモノマー、二重結合導入のための反応性基を有するモノマーと、を
ラジカル重合することにより合成される。
　二重結合導入のための反応性基を有するモノマーとしては、反応性基として、カルボキ
シル基、ヒドロキシ基、エポキシ基、又はイソシアネート基を有するモノマーが挙げられ
る。
【００５３】
　カルボキシル基含有のモノマーとしては、（メタ）アクリル酸、イタコン酸、安息香酸
ビニル、東亞合成製のアロニクスＭ－５３００、Ｍ－５４００、Ｍ－５６００、三菱レー
ション製のアクリルエステルＰＡ、ＨＨ、共栄社化学製のライトアクリレート　ＨＯＡ－
ＨＨ、中村化学製のＮＫエステルＳＡ、Ａ－ＳＡなどが挙げられる。
　ヒドロキシ基含有のモノマーとしては、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、
４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレ
ート、２－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、１－（メタ）アクリロイル－３－ヒ
ドロキシ－アダマンタン、ヒドロキシメチル（メタ）アクリルアミド、２－（ヒドロキシ
メチル）－（メタ）アクリレート、２－（ヒドロキシメチル）－（メタ）アクリレートの
メチルエステル、３－クロロ－２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、３，５－
ジヒドロキシペンチル（メタ）アクリレート、１－ヒドロキシメチル－４－（メタ）アク
リロイルメチル－シクロヘキサン、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピル（メタ）ア
クリレート、１－メチル－２－アクリロイロキシプロピルフタル酸、２－アクリロイロキ
シエチル－２－ヒドロキシエチルフタル酸、１－メチル－２－アクリロイロキシエチル－
２－ヒドロキシプロピルフタル酸、２－アクリロイロキシエチル－２－ヒドロキシ－３－
クロロプロピルフタル酸、東亞合成（株）製のアロニクスＭ－５５４、Ｍ－１５４、Ｍ－
５５５、Ｍ－１５５、Ｍ－１５８、日本油脂（株）製のブレンマーＰＥ－２００、ＰＥ－
３５０、ＰＰ－５００、ＰＰ－８００、ＰＰ－１０００、７０ＰＥＰ－３５０Ｂ、５５Ｐ
ＥＴ８００、以下の構造を有するラクトン変性アクリレートが使用できる。
　ＣＨ２＝ＣＲＣＯＯＣＨ２ＣＨ２［ＯＣ（＝Ｏ）Ｃ５Ｈ１０］ｎＯＨ
　　　（Ｒ＝Ｈ又はＭｅ、ｎ＝１～５）
【００５４】
　なお、ヒドロキシ基含有モノマーとしてヒドロキシル基含有（メタ）アクリレートを用
いる場合、高分子量体のポリマーを合成するといった観点から、ヒドロキシ基含有（メタ
）アクリレートを合成する際に副生する２官能アクリレートを除去した原料を用いること
ができる。
　精製の方法としては、蒸留、カラム精製が好ましい。更に好ましくは、下記（Ｉ）～（
IV）の工程を順次経ること精製される方法である。
（Ｉ）ヒドロキシル基含有（メタ）アクリレートと、該ヒドロキシル基含有（メタ）アク
リレートを合成する際に副生する２官能アクリレートと、を含む混合物を、水に溶解する
工程
（II）得られた水溶液に、水と分離する第１の有機溶剤を加えた後、該第１の有機溶剤と
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前記２官能アクリレートとを含む層を水層から分離する工程
（III）前記水層に、前記ヒドロキシル基含有（メタ）アクリレートよりも水溶解性の高
い化合物を溶解する工程
（IV）前記水層に第２の有機溶剤を加えて、前記ヒドロキシル基含有（メタ）アクリレー
トを抽出した後、濃縮する工程
【００５５】
　また、エポキシ基を有するモノマーとしては、グリシジル（メタ）アクリレート、ダイ
セル化学製のサイクロマーＡ、Ｍなどが使用できる。
　イソシアネート基を有するモノマーとしては、昭和電工製のカレンズＡＯＩ、ＭＯＩが
使用できる。
　なお、ii）の合成方法において用いられるポリマーは、更に他の共重合成分を含んでい
てもよい。
【００５６】
　前記ii）の合成方法において、反応性基を有するポリマーと反応させる重合性基を有す
るモノマーとしては、ポリマー中の反応性基の種類によって異なるが、以下の組合せの官
能基を有するモノマーを使用することができる。
　即ち、（ポリマーの反応性基、モノマーの官能基）＝（カルボキシル基、カルボキシル
基）、（カルボキシル基、エポキシ基）、（カルボキシル基、イソシアネート基）、（カ
ルボキシル基、ハロゲン化ベンジル）、（水酸基、カルボキシル基）、（水酸基、エポキ
シ基）、（水酸基、イソシアネート基）、（水酸基、ハロゲン化ベンジル）（イソシアネ
ート基、水酸基）、（イソシアネート基、カルボキシル基）、（エポキシ基、カルボキシ
ル基）等を挙げることができる。
　具体的には以下のモノマーを使用することができる。
【００５７】
【化１１】

【００５８】
　以上のようにして合成された本発明における特定ポリマーは、共重合ユニット全体に対
し、重合性基含有ユニット、特定官能基含有ユニット、イオン性吸着基含有ユニットの割
合が以下の範囲であることが好ましい。
　即ち、特定官能基含有ユニットは、架橋性の観点から、共重合ユニット全体に対し８０
ｍｏｌ％～１０ｍｏｌ％で含まれることが好ましく、更に好ましくは５０ｍｏｌ％～２０
ｍｏｌ％である。
　また、ラジカル重合性基含有ユニットは、ラジカル重合性、マイケル付加受容体として
反応・架橋する観点から、共重合ユニット全体に対し１０ｍｏｌ％～５０ｍｏｌ％で含ま
れることが好ましく、更に好ましくは１０ｍｏｌ％～４０ｍｏｌ％である。
　イオン性吸着基含有ユニットは、アルカリ可溶性の観点から、共重合ユニット全体に対
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し２０ｍｏｌ％～７０ｍｏｌ％で含まれることが好ましく、更に好ましくは２０ｍｏｌ％
～６０ｍｏｌ％である。
【００５９】
　本発明における特定ポリマーでは、ラジカル重合性ユニットの含有割合が５０ｍｏｌ％
～２０ｍｏｌ％で、特定官能基含有ユニットの含有割合が５０ｍｏｌ％～２０ｍｏｌ％で
、且つ、イオン性吸着基含有ユニットの含有割合が５０ｏｌ％～１０ｍｏｌ％であること
が、特に好ましい態様である。
　また、特定ポリマーでは、ラジカル重合性ユニットの含有割合が５０ｍｏｌ％～３０ｍ
ｏｌ％で、特定官能基含有ユニットの含有割合が５０ｍｏｌ％～３０ｍｏｌ％で、且つ、
イオン性吸着基含有ユニットの含有割合が３０ｍｏｌ％～１０ｍｏｌ％であることが、最
も好ましい態様である。
【００６０】
　ただし、前述ii）の合成方法のように重合性基をポリマーに反応させて導入する場合は
、１００％導入することが困難な際には少量の反応性部分が残ってしまうことから、これ
が第４のユニットとなる可能性もある。また、副反応が進行してしまうこともあり、これ
が第５のユニットとなる可能性もある。
【００６１】
　本発明における特定ポリマーの重量平均分子量は、１０００以上７０万以下が好ましく
、更に好ましくは２０００以上２０万以下である。特に、重合感度の観点から、本発明に
おける特定ポリマーの重量平均分子量は、２００００以上であることが好ましい。
　また、本発明における特定の重合度としては、１０量体以上のものを使用することが好
ましく、更に好ましくは２０量体以上のものである。また、７０００量体以下が好ましく
、３０００量体以下がより好ましく、２０００量体以下が更に好ましく、１０００量体以
下が特に好ましい。
【００６２】
　本発明の被めっき層形成用組成物は、上述の特定ポリマーを、組成物全体に対して、30
質量％～5質量％の範囲で含有することが好ましく、より好ましい範囲は、20質量％～5質
量％である。
【００６３】
〔溶剤〕
　本発明の被めっき層形成用組成物は、前述の特定ポリマーの他に、この特定ポリマーを
溶解しうる溶剤を含有することが好ましい。
　使用できる溶剤としては、例えば、アルカリ水や、メタノール、エタノール、プロパノ
ール、エチレングリコール、グリセリン、プロピレングリコールモノメチルエーテルの如
きアルコール系溶剤、酢酸の如き酸、アセトン、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン
の如きケトン系溶剤、ホルムアミド、ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチルピロリドンの如
きアミド系溶剤、アセトニトリル、プロピロニトリルの如きニトリル系溶剤、酢酸メチル
、酢酸エチルの如きエステル系溶剤、ジメチルカーボネート、ジエチルカーボネートの如
きカーボネート系溶剤などが挙げられる。
【００６４】
〔ラジカル発生剤〕
　本発明の被めっき層形成用組成物は、エネルギー付与に対する感度を高めるために、ラ
ジカル発生剤を含有することが好ましい。
　使用されるラジカル発生剤としては、芳香族ケトン類、オニウム塩化合物、有機過酸化
物、チオ化合物、ヘキサアリールビイミダゾール化合物、ケトオキシムエステル化合物、
ボレート化合物、アジニウム化合物、活性エステル化合物、炭素ハロゲン結合を有する化
合物、ピリジウム類化合物等が挙げられる。
【００６５】
〔増感剤〕
　本発明の被めっき層形成用組成物には、エネルギー付与が露光で行われる場合、その露
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光に対する感度をより高める目的で、前記ラジカル発生剤に加え、増感剤を含有させるこ
ともできる。
　増感剤は、活性エネルギー線により励起状態となり、ラジカル発生剤と相互作用（例え
ば、エネルギー移動、電子移動等）することにより、ラジカルの発生を促進することが可
能である。
【００６６】
　本発明に使用しうる増感剤としては、特に制限はなく、公知の増感剤の中から露光波長
に合わせて、適宜選択することができる。
　具体的には、例えば、公知の多核芳香族類（例えば、ピレン、ペリレン、トリフェニレ
ン）、キサンテン類（例えば、フルオレセイン、エオシン、エリスロシン、ローダミンＢ
、ローズベンガル）、シアニン類（例えば、インドカルボシアニン、チアカルボシアニン
、オキサカルボシアニン）、メロシアニン類（例えば、メロシアニン、カルボメロシアニ
ン）、チアジン類（例えば、チオニン、メチレンブルー、トルイジンブルー）、アクリジ
ン類（例えば、アクリジンオレンジ、クロロフラビン、アクリフラビン）、アントラキノ
ン類（例えば、アントラキノン）、スクアリウム類（例えば、スクアリウム）、アクリド
ン類（例えば、アクリドン、クロロアクリドン、Ｎ－メチルアクリドン、Ｎ－ブチルアク
リドン、Ｎ－ブチル－クロロアクリドン等）、クマリン類（例えば、３－（２－ベンゾフ
ロイル）－７－ジエチルアミノクマリン、３－（２－ベンゾフロイル）－７－（１－ピロ
リジニル）クマリン、３－ベンゾイル－７－ジエチルアミノクマリン、３－（２－メトキ
シベンゾイル）－７－ジエチルアミノクマリン、３－（４－ジメチルアミノベンゾイル）
－７－ジエチルアミノクマリン、３，３'－カルボニルビス（５，７－ジ－ｎ－プロポキ
シクマリン）、３，３’－カルボニルビス（７－ジエチルアミノクマリン）、３－ベンゾ
イル－７－メトキシクマリン、３－（２－フロイル）－７－ジエチルアミノクマリン、３
－（４－ジエチルアミノシンナモイル）－７－ジエチルアミノクマリン、７－メトキシ－
３－（３－ピリジルカルボニル）クマリン、３－ベンゾイル－５，７－ジプロポキシクマ
リン等が挙げられ、他に、特開平５－１９４７５号、特開平７－２７１０２８号、特開２
００２－３６３２０６号、特開２００２－３６３２０７号、特開２００２－３６３２０８
号、特開２００２－３６３２０９号等の各公報に記載のクマリン化合物など）が挙げられ
る。
【００６７】
　光重合開始剤と増感剤との組合せとしては、例えば、特開２００１－３０５７３４号公
報に記載の電子移動型開始系［（１）電子供与型開始剤及び増感色素、（２）電子受容型
開始剤及び増感色素、（３）電子供与型開始剤、増感色素及び電子受容型開始剤（三元開
始系）］などの組合せが挙げられる。
　本発明においては、トリアジン系の光重合開始剤と、３６０ｎｍ～７００ｎｍの波長に
極大吸収を有する増感剤と、の組合せが好ましく挙げられる。
【００６８】
　その他の増感剤としては、塩基性核を有する増感剤、酸性核を有する増感剤、蛍光増白
剤を有する増感剤などが挙げられる。これらについて順次説明する。
　塩基性核を有する増感剤は、その分子内に塩基性核を有する色素であれば特に制限はな
く、露光波長（例えば、可視光線、可視光レーザ等）に合わせて適宜選択することができ
る。
　本発明における増感剤としては、露光波長に応じた極大吸収波長を有するものが好まし
く、例えば、３６０ｎｍ～７００ｎｍの波長の露光を行う場合には、増感剤の極大吸収波
長は７００ｎｍ以下であることが好ましく、５００ｎｍ以下であることがより好ましく、
４５０ｎｍ以下であることが特に好ましい。
【００６９】
〔界面活性剤〕
　本発明の被めっき層形成用組成物は、界面活性剤を含有していてもよい。
　本発明に用いられる界面活性剤は、前述の溶剤に溶解するものであればよく、そのよう
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な界面活性剤としては、例えば、ｎ－ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウムの如きアニ
オン性界面活性剤や、ｎ－ドデシルトリメチルアンモニウムクロライドの如きカチオン性
界面活性剤、ポリオキシエチレンノニルフェノールエーテル（市販品としては、例えば、
エマルゲン９１０、花王（株）製など）、ポリオキシエチレンソルビタンモノラウレート
（市販品としては、例えば、商品名「ツイーン２０」など）、ポリオキシエチレンラウリ
ルエーテルの如き非イオン性界面活性剤等が挙げられる。
【００７０】
〔可塑剤〕
　また、本発明の被めっき層形成用組成物には、必要に応じて可塑剤を添加することもで
きる。使用できる可塑剤としては、一般的な可塑剤が使用でき、フタル酸エステル類（ジ
メチルエステル、ジエチルエステル、ジブチルエステル、ジ－２－エチルヘキシルエステ
ル、ジノルマルオクチルエステル、ジイソノニルエステル、ジノニルエステル、ジイソデ
シルエステル、ブチルベンジルエステル）、アジピン酸エステル類（ジオクチルエステル
、ジイソノニルエステル）、アゼラインサンジオクチル、セバシンサンエステル類（ジブ
チルエステル、ジオクチルエステル）リン酸トリクレシル、アセチルクエン酸トリブチル
、エポキシ化大豆油、トリメリット酸トリオクチル、塩素化パラフィンやジメチルアセト
アミド、Ｎ－メチルピロリドンのような高沸点溶媒も使用することができる。
【００７１】
〔重合禁止剤〕
　本発明の被めっき層形成用組成物には、必要に応じて、重合禁止剤を添加することもで
きる。使用できる重合禁止剤としては、ハイドロキノン、ジターシャリーブチルハイドロ
キノン、２，５－ビス（１，１，３，３－テトラメチルブチル）ハイドロキノンなどのハ
イドロキノン類、ｐ－メトキシフェノール、フェノールなどのフェノール類、ベンゾキノ
ン類、ＴＥＭＰＯ（２，２，６，６－テトラメチル－１－ピペリジニロキシ　フリーラジ
カル）、４－ヒドロキシＴＥＭＰＯなどのフリーラジカル類、フェノチアジン類、Ｎ－ニ
トロソフェニルヒドロキシアミン、そのアルミニウム塩などのニトロソアミン類、カテコ
ール類を使用することができる。
【００７２】
〔硬化剤、硬化促進剤〕
　また、後述のように、本発明の被めっき層形成用組成物を用いて密着補助層上に被めっ
き層を形成する場合、密着補助層の硬化を進めるために、被めっき層形成用組成物に硬化
剤及び／又は硬化促進剤を添加することができる。例えば、密着補助層にエポキシ化合物
が含まれる場合の硬化剤及び／又は硬化促進剤として、重付加型では、脂肪族ポリアミン
、脂環族ポリアミン、芳香族ポリアミン、ポリアミド、酸無水物、フェノール、フェノー
ルノボラック、ポリメルカプタン、活性水素を２個以上持つ化合物等、触媒型としては、
脂肪族第三アミン、芳香族第三アミン、イミダゾール化合物、ルイス酸錯体などが挙げら
れる。
　また、熱、光、湿気、圧力、酸、塩基などにより硬化開始するものとしては、ジエチレ
ントリアミン、トリエチレンテトラミン、テトラエチレンペンタミン、ジエチルアミノプ
ロピルアミン、ポリアミドアミン、メンセンジアミン、イソホロンジアミン、Ｎ－アミノ
エチルピペラジン、３，９－ビス（３－アミノプロピル）－２，４，８，１０－テトラオ
キシスピロ（５，５）ウンデカンアダクト、ビス（４－アミノ－３－メチルシクロヘキシ
ル）メタン、ビス（４－アミノシクロヘキシル）メタン、ｍ－キシレンジアミン、ジアミ
ノジフェニルメタン、ｍ－フェニレンジアミン、ジアミノジフェニルスルホン、ジシアン
ジアミド、アジピン酸ジヒラジド、無水フタル酸、テトラヒドロ無水フタル酸、ヘキサヒ
ドロ無水フタル酸、メチルテトラヒドロ無水フタル酸、メチルヘキサヒドロ無水フタル酸
、無水メチルナジック酸、ドデシル無水コハク酸、無水クロレンディック酸、無水ピロメ
リット酸、ベンゾフェノンテトラカルボン酸無水物、エチレングリコールビス（アンヒド
ロトリメート）、メチルシクロヘキセンテトラカルボン酸無水物、無水トリメリット酸、
ポリアゼライン酸無水物、フェノールノボラック、キシリレンノボラック、ビスＡノボラ
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ック、トリフェニルメタンノボラック、ビフェニルノボラック、ジシクロペンタジエンフ
ェノールノボラック、テルペンフェノールノボラック、ポリメルカプタン、ポリサルファ
イド、２，４，６－トリス（ジメチルアミノメチル）フェノール、２，４，６－トリス（
ジメチルアミノメチル）フェノール－トリ－２－エチルヘキシル酸塩、ベンジルジメチル
アミン、２－（ジメチルアミノメチル）フェノール２－メチルイミダゾール、２－エチル
－４－メチルイミダゾール２－ウンデシルイミダゾール、２－ヘプタデシルイミダゾール
、２－フェニルイミダゾール、１－ベンジル－２－メチルイミダゾール、１－シアノエチ
ル－２－メチルイミダゾール、２，４－ジアミノ－６－（２－メチルイミダゾリル－（１
））－エチルＳ－トリアジン、ＢＦ３モノエチルアミン錯体、ルイス酸錯体、有機酸ヒド
ラジド、ジアミノマレオニトリル、メラミン誘導体、イミダゾール誘導体、ポリアミン塩
、アミンイミド化合物、芳香族ジアゾニウム塩、ジアリルヨードニウム塩、トリアリルス
ルホニウム塩、トリアリルセレニウム塩、ケチミン化合物などが挙げられる。
【００７３】
　これらの硬化剤及び／又は効果促進剤は、被めっき層形成用組成物の塗布性、基板やめ
っき膜との密着性などの観点から、溶剤を除去した残りの不揮発成分の０～５０質量％程
度まで添加することが好ましい。
　なお、硬化剤及び／又は硬化促進剤は密着補助層に添加してもよく、その場合は、密着
補助層に添加した量と被めっき層形成用組成物中に添加した総和量で上記範囲を満たすこ
とが好ましい。
【００７４】
〔その他の添加剤〕
　本発明の被めっき層形成用組成物には、更に、ゴム成分（例えば、ＣＴＢＮ）、難燃化
剤（例えば、りん系難燃化剤）、希釈剤やチキソトロピー化剤、顔料、消泡剤、レベリン
グ剤、カップリング剤などを添加してもよい。また、これらの添加剤は必要に応じて密着
補助層に添加してもよい。
【００７５】
　本発明の被めっき層形成用組成物として、特定ポリマーと各種の添加剤とを適宜混合し
た組成物を用いることで、形成された被めっき層の物性、例えば、熱膨張係数、ガラス転
移温度、ヤング率、ポアソン比、破断応力、降伏応力、熱分解温度などを最適に設定する
ことができる。特に、破断応力、降伏応力、熱分解温度については、より高い方が好まし
い。
　得られた被めっき層は、温度サイクル試験や熱経時試験、リフロー試験などで熱耐久性
を測定することができ、例えば、熱分解に関しては、２００℃環境に１時間曝した場合の
質量減少が２０％以下であると、十分に熱耐久性を有していると評価できる。
【００７６】
＜金属パターン材料の作製方法＞
　本発明の金属パターン材料の作製方法は、（ａ１）基板上に、本発明の被めっき層形成
用組成物を接触させた後、前記被めっき層形成用組成物に対してパターン状にエネルギー
を付与して、その領域の当該被めっき層形成用組成物を硬化させる工程と、（ａ２）前記
基板上の前記被めっき層形成用組成物の未硬化部を、ｐＨ１０より低いアルカリ水溶液で
現像処理し、パターン状の被めっき層を形成する工程と、（ａ３）現像処理後の前記パタ
ーン状の被めっき層を、ｐＨ１０以上のアルカリ水溶液で架橋処理する工程と、（ａ４）
架橋処理後の前記パターン状の被めっき層にめっき触媒又はその前駆体を付与する工程と
、（ａ５）前記めっき触媒又はその前駆体に対してめっきを行う工程と、を有することを
特徴とする。
　以下、この（ａ１）～（ａ５）の各工程について説明する。
【００７７】
〔（ａ１）工程〕
　本発明の金属パターン材料の作製方法における（ａ１）工程では、基板上に、本発明の
被めっき層形成用組成物を接触させた後、該被めっき層形成用組成物に対してパターン状
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にエネルギーを付与して、その領域の当該被めっき層形成用組成物を硬化させる。
　本発明においては、被めっき層中の、特定ポリマーが、分子内のラジカル重合性基によ
り基板に結合していることが好ましい態様である。
【００７８】
　本発明の被めっき層形成用組成物を基板に接触させる場合には、その塗布量は、めっき
触媒又はその前駆体との充分な相互作用形成性の観点からは、固形分換算で、０．１ｇ／
ｍ２～１０ｇ／ｍ２が好ましく、特に０．５ｇ／ｍ２～５ｇ／ｍ２が好ましい。
　なお、基板上に、特定ポリマーを含有する組成物を塗布し、乾燥させて、特定ポリマー
を含有する層を形成する場合、塗布と乾燥との間に、２０℃～４０℃で０．５時間～２時
間放置させて、残存する溶剤を除去してもよい。
【００７９】
　本発明の被めっき層形成用組成物と基板との接触は、基板を、該被めっき層形成用組成
物中に浸漬することで行ってもよいが、取り扱い性や製造効率の観点からは、後述するよ
うに、被めっき層形成用組成物からなる層を基板表面（密着補助層表面）に、塗布法によ
り形成することが好ましい。
　なお、基板が樹脂フィルムであって、この樹脂フィルムの両面に対して被めっき層を形
成する場合にも、被めっき層を両面同時に形成し易いといった観点から、塗布法を用いる
ことが好ましい。
【００８０】
（エネルギー付与）
　本工程では、基板に本発明の被めっき層形成用組成物を接触させた後、この被めっき層
形成用組成物に対し、パターン状にエネルギー付与を行う。
　エネルギー付与には、加熱や露光などが用いられることが好ましく、パターン像の形成
容易性の観点からは、露光が用いられることが好ましい。
　露光には、ＵＶランプ、可視光線などによる光照射等が用いられる。光源としては、例
えば、水銀灯、メタルハライドランプ、キセノンランプ、ケミカルランプ、カーボンアー
ク灯、等がある。放射線としては、電子線、Ｘ線、イオンビーム、遠赤外線などがある。
また、ｇ線、ｉ線、Ｄｅｅｐ－ＵＶ光、高密度エネルギービーム（レーザービーム）も使
用される。
　一般的に用いられる具体的な態様としては、赤外線レーザーによる走査露光、キセノン
放電灯などの高照度フラッシュ露光や、赤外線ランプ露光などが好適に挙げられる。
　露光時間としては、特定ポリマーの反応性及び光源により異なるが、通常、１０秒～５
時間の間である。
【００８１】
　なお、エネルギー付与として加熱を用いる場合、送風乾燥機、オーブン、赤外線乾燥機
、加熱ドラムなどを用いることができる。
　エネルギー付与の方法としては、赤外線や遠赤外線によりパターン状に露光することも
できる。
【００８２】
　上記のようなエネルギー付与が行われると、その領域でのみ特定ポリマーの硬化反応が
生起する。その結果、基板上では、本発明の被めっき層形成用組成物のエネルギー付与領
域のみが硬化することとなる。
【００８３】
（基板）
　本工程で用いられる基板としては、形状保持性を有するものであればよく、その表面が
、前述の特定ポリマーと化学結合しうる機能を有することが好ましい。具体的には、基板
自体が露光によりラジカルを発生しうるものであるか、基材上に、露光によりラジカルを
発生しうる中間層（例えば、後述する密着補助層）を設け、この基材と中間層とで基板が
構成されていてもよい。
【００８４】
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（基材、基板）
　本発明に使用される基材は、寸度的に安定な板状物であることが好ましく、例えば、紙
、プラスチック（例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレン等）がラミネー
トされた紙、金属板（例えば、アルミニウム、亜鉛、銅等）、プラスチックフィルム（例
えば、二酢酸セルロース、三酢酸セルロース、プロピオン酸セルロース、酪酸セルロース
、酢酸セルロース、硝酸セルロース、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレン、ポリ
スチレン、ポリプロピレン、ポリカーボネート、ポリビニルアセタール、ポリイミド、エ
ポキシ、ビスマレインイミド樹脂、ポリフェニレンオキサイド、液晶ポリマー、ポリテト
ラフルオロエチレン等）、上記の如き金属がラミネート若しくは蒸着された紙又はプラス
チックフィルム等が含まれる。本発明に使用される基材としては、エポキシ樹脂、又はポ
リイミド樹脂が好ましい。
　なお、これらの基材表面が、特定ポリマーが直接化学結合した状態を形成しうる機能を
有している場合には、その基材そのものを基板として用いてもよい。
【００８５】
　本発明における基板として、特開２００５－２８１３５０号公報の段落番号［００２８
］～［００８８］に記載の重合開始部位を骨格中に有するポリイミドを含む基材を用いる
こともできる。
【００８６】
　また、本発明の金属パターン材料の作製方法により得られた金属パターン材料は、半導
体パッケージ、各種電気配線基板等に適用することができる。このような用途に用いる場
合は、以下に示す、絶縁性樹脂を含んだ基板、具体的には、絶縁性樹脂からなる基板、又
は、絶縁性樹脂からなる層を基材上に有する基板を用いることが好ましい。
【００８７】
　絶縁性樹脂からなる基板、絶縁性樹脂からなる層を得る場合には、公知の絶縁性樹脂組
成物が用いられる。この絶縁性樹脂組成物には、主たる樹脂に加え、目的に応じて種々の
添加物を併用することができる。例えば、絶縁層の強度を高める目的で、多官能のアクリ
レートモノマーを添加する、絶縁体層の強度を高め、電気特性を改良する目的で、無機、
若しくは有機の粒子を添加する、などの手段をとることもできる。
　なお、本発明における「絶縁性樹脂」とは、公知の絶縁膜や絶縁層に使用しうる程度の
絶縁性を有する樹脂であることを意味するものであり、完全な絶縁体でないものであって
も、目的に応じた絶縁性を有する樹脂であれば、本発明に適用しうる。
【００８８】
　絶縁性樹脂の具体例としては、例えば、熱硬化性樹脂でも熱可塑性樹脂でもまたそれら
の混合物でもよく、例えば、熱硬化性樹脂としては、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ポ
リイミド樹脂、ポリエステル樹脂、ビスマレイミド樹脂、ポリオレフィン系樹脂、イソシ
アネート系樹脂等が挙げられる。
　エポキシ樹脂としては、例えば、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂、ビスフェノー
ルＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、フェノールノボラック型エポキ
シ樹脂、アルキルフェノールノボラック型エポキシ樹脂、ビフェノールＦ型エポキシ樹脂
、ナフタレン型エポキシ樹脂、ジシクロペンタジエン型エポキシ樹脂、フェノール類とフ
ェノール性水酸基を有する芳香族アルデヒドとの縮合物のエポキシ化物、トリグリシジル
イソシアヌレート、脂環式エポキシ樹脂等が挙げられる。これらは、単独で用いてもよく
、２種以上併用してもよい。それにより、耐熱性等に優れるものとなる。
　ポリオレフィン系樹脂としては、例えば、ポリエチレン、ポリスチレン、ポリプロピレ
ン、ポリイソブチレン、ポリブタジエン、ポリイソプレン、シクロオレフィン系樹脂、こ
れらの樹脂の共重合体等が挙げられる。
【００８９】
　熱可塑性樹脂としては、例えば、フェノキシ樹脂、ポリエーテルスルフォン、ポリスル
フォン、ポリフェニレンスルフォン、ポリフェニレンサルファイド、ポリフェニルエーテ
ル、ポリエーテルイミド等が挙げられる。
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　その他の熱可塑性樹脂としては、１，２－ビス（ビニルフェニレン）エタン樹脂（１，
２－Ｂｉｓ（ｖｉｎｙｌｐｈｅｎｙｌ）ｅｔｈａｎｅ）、若しくはこれとポリフェニレン
エーテル樹脂との変性樹脂（天羽悟ら、Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｐｏｌ
ｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　Ｖｏｌ．９２，１２５２－１２５８（２００４）に記載）、
液晶性ポリマー（具体的には、クラレ製のベクスターなど）、フッ素樹脂（ＰＴＦＥ）な
どが挙げられる。
【００９０】
　熱可塑性樹脂と熱硬化性樹脂とは、それぞれ単独で用いてもよいし、２種以上併用して
もよい。これはそれぞれの欠点を補いより優れた効果を発現する目的で行われる。例えば
、ポリフェニレンエーテル（ＰＰＥ）などの熱可塑性樹脂は熱に対しての耐性が低いため
、熱硬化性樹脂などとのアロイ化が行われている。たとえば、ＰＰＥとエポキシ、トリア
リルイソシアネートとのアロイ化、或いは重合性官能基を導入したＰＰＥ樹脂とそのほか
の熱硬化性樹脂とのアロイ化として使用される。またシアネートエステルは熱硬化性の中
ではもっとも誘電特性の優れる樹脂であるが、それ単独で使用されることは少なく、エポ
キシ樹脂、マレイミド樹脂、熱可塑性樹脂などの変性樹脂として使用される。これらの詳
細に関しては、“電子技術”２００２／９号、Ｐ３５に記載されている。また、熱硬化性
樹脂として、エポキシ樹脂及び／又はフェノール樹脂を含み、熱可塑性樹脂としてフェノ
キシ樹脂及び／又はポリエーテルスルフォン（ＰＥＳ）を含むものも誘電特性を改善する
ために使用される。
【００９１】
　絶縁性樹脂組成物には、架橋を進めるために重合性の二重結合を有する化合物のような
もの、具体的には、アクリレート、メタクリレート化合物を含有していてもよく、特に多
官能のものが好ましい。そのほか、重合性の二重結合を有する化合物として、熱硬化性樹
脂、若しくは熱可塑性樹脂、例えば、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ポリイミド樹脂、
ポリオレフィン樹脂、フッ素樹脂等に、メタクリル酸やアクリル酸等を用い、樹脂の一部
を（メタ）アクリル化反応させた樹脂を用いてもよい。
【００９２】
　本発明における絶縁性樹脂組成物には、樹脂被膜の機械強度、耐熱性、耐候性、難燃性
、耐水性、電気特性などの特性を強化するために、樹脂と他の成分とのコンポジット（複
合素材）も使用することができる。複合化するのに使用される材料としては、紙、ガラス
繊維、シリカ粒子、フェノール樹脂、ポリイミド樹脂、ビスマレイミドトリアジン樹脂、
フッ素樹脂、ポリフェニレンオキサイド樹脂などを挙げることができる。
【００９３】
　更に、この絶縁性樹脂組成物には必要に応じて一般の配線板用樹脂材料に用いられる充
填剤、例えば、シリカ、アルミナ、クレー、タルク、水酸化アルミニウム、炭酸カルシウ
ムなどの無機フィラー、硬化エポキシ樹脂、架橋ベンゾグアナミン樹脂、架橋アクリルポ
リマーなどの有機フィラーを一種又は二種以上配合してもよい。中でも、充填材としては
シリカを用いることが好ましい。
　また、更に、この絶縁性樹脂組成物には、必要に応じて着色剤、難燃剤、接着性付与剤
、シランカップリング剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、などの各種添加剤を一種又は二種
以上添加してもよい。
【００９４】
　これらの材料を絶縁性樹脂組成物に添加する場合は、いずれも、樹脂に対して、１～２
００質量％の範囲で添加されることが好ましく、より好ましくは１０～８０質量％の範囲
で添加される。この添加量が、１質量％未満である場合は、上記の特性を強化する効果が
なく、また、２００質量％を超えると場合には、樹脂特有の強度などの特性が低下する。
【００９５】
　このような用途に用いる場合の基板として、具体的には、１ＧＨｚにおける誘電率（比
誘電率）が３．５以下である絶縁性樹脂からなる基板であるか、又は、該絶縁性樹脂から
なる層を基材上に有する基板であることが好ましい。また、１ＧＨｚにおける誘電正接が
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０．０１以下である絶縁性樹脂からなる基板であるか、又は、該絶縁性樹脂からなる層を
基材上に有する基板であることが好ましい。
　絶縁性樹脂の誘電率及び誘電正接は、常法により測定することができる。例えば、「第
１８回エレクトロニクス実装学会学術講演大会要旨集」、２００４年、ｐ１８９、に記載
の方法に基づき、空洞共振器摂動法（例えば、極薄シート用εｒ、ｔａｎδ測定器、キー
コム株式会社製）を用いて測定することができる。
　このように、本発明においては誘電率や誘電正接の観点から絶縁樹脂材料を選択するこ
とも有用である。誘電率が３．５以下であり、誘電正接が０．０１以下の絶縁性樹脂とし
ては、液晶ポリマー、ポリイミド樹脂、フッ素樹脂、ポリフェニレンエーテル樹脂、シア
ネートエステル樹脂、ビス（ビスフェニレン）エタン樹脂などが挙げられ、更にそれらの
変性樹脂も含まれる。
【００９６】
　本発明に用いられる基板は、半導体パッケージ、各種電気配線基板等への用途を考慮す
ると、表面凹凸が５００ｎｍ以下であることが好ましく、より好ましくは１００ｎｍ以下
、更に好ましくは５０ｎｍ以下、最も好ましくは２０ｎｍ以下である。この基板の表面凹
凸（中間層や密着補助層が設けられている場合はその層の表面凹凸）が小さくなるほど、
得られた金属パターン材料を配線等に適用した場合に、高周波送電時の電気損失が少なく
なり好ましい。
【００９７】
　本発明においては、基板が板状物、例えば、樹脂フィルム（プラスチックフィルム）で
あれば、その両面に（１）工程を施し、後述する（２）工程を経れば、樹脂フィルムの両
面に被めっき層を形成することができる。
　このように樹脂フィルム（基板）の両面に被めっき層が形成された場合には、更に、後
述する（３）工程、及び（４）工程を行うことで、両面に金属膜が形成された金属パター
ン材料を得ることができる。
【００９８】
　以下、本発明における密着補助層について説明する。なお、基材が板状物であれば、そ
の両面に密着補助層を形成してもよい。
【００９９】
（密着補助層）
　本発明における密着補助層は、基板と被めっき層との密着を確保する中間層であり、こ
の層は基板と被めっき層に親和性があるものでもよく、硬化時に特定ポリマーと反応し、
化学結合を形成してもよい。
　密着補助層としては、基材との密着性が良好な樹脂組成物、及び、露光によりラジカル
を発生しうる化合物を用いて形成されることが好ましい。なお、樹脂組成物を構成する樹
脂が、ラジカルを発生しうる部位を有する場合には、ラジカルを発生しうる化合物を別途
添加する必要はない。
【０１００】
　本発明における密着補助層としては、例えば、基材が、多層積層板、ビルドアップ基板
、若しくはフレキシブル基板の材料として用いられてきた公知の絶縁樹脂からなる場合に
は、該基材との密着性の観点から、密着補助層を形成する際に用いられる樹脂組成物とし
ても、絶縁樹脂組成物が用いられることが好ましい。
　以下、基材が絶縁樹脂からなり、密着補助層が絶縁樹脂組成物から形成される態様につ
いて説明する。
【０１０１】
　密着補助層を形成する際に用いられる絶縁樹脂組成物は、基材を構成する電気的絶縁性
の樹脂と同じものを含んでいてもよく、異なっていてもよいが、ガラス転移点や弾性率、
線膨張係数といった熱物性的が近いものを使用することが好ましい。具体的には、例えば
、基材を構成する絶縁樹脂と同じ種類の絶縁樹脂を使用することが密着の点で好ましい。
　また、これ以外の成分として、密着補助層の強度を高める、また、電気特性を改良する
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ために、無機若しくは有機の粒子を添加してもよい。
【０１０２】
　なお、本発明において、密着補助層に使用される絶縁樹脂とは、公知の絶縁膜に使用し
うる程度の絶縁性を有する樹脂を意味するものであり、完全な絶縁体でないものであって
も、目的に応じた絶縁性を有する樹脂であれば、本発明に適用しうる。
　絶縁樹脂の具体例としては、例えば、熱硬化性樹脂でも熱可塑性樹脂でもまたそれらの
混合物でもよく、例えば、熱硬化性樹脂としては、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ポリ
イミド樹脂、ポリエステル樹脂、ビスマレイミド樹脂、ポリオレフィン系樹脂、シソシア
ネート系樹脂等が挙げられる。熱可塑性樹脂としては、例えば、フェノキシ樹脂、ポリエ
ーテルスルフォン、ポリスルフォン、ポリフェニレンスルフォン、ポリフェニレンサルフ
ァイド、ポリフェニルエーテル、ポリエーテルイミド、ＡＢＳ樹脂等が挙げられる。
　熱可塑性樹脂と熱硬化性樹脂とは、それぞれ単独で用いてもよいし、２種以上併用して
もよい。
【０１０３】
　また、密着補助層に用いられる絶縁樹脂としては、めっき触媒受容性の感光性樹脂組成
物と相互作用を形成し得る活性点を発生させる骨格を有する樹脂を用いることもできる。
例えば、特開２００５－３０７１４０号公報の段落番号〔００１８〕～〔００７８〕に記
載の重合開始部位を骨格中に有するポリイミドが用いられる。
【０１０４】
　更に、密着補助層には、層内での架橋を進めるために重合性の二重結合を有する化合物
、具体的には、アクリレート、メタクリレート化合物を含有していてもよく、特に、多官
能のものを用いることが好ましい。その他、重合性の二重結合を有する化合物として、熱
硬化性樹脂、若しくは熱可塑性樹脂、例えば、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ポリイミ
ド樹脂、ポリオレフィン樹脂、フッ素樹脂等に対し、その一部を、メタクリル酸やアクリ
ル酸等を用いて、（メタ）アクリル化反応させた樹脂を用いてもよい。
【０１０５】
　本発明における密着補助層は、本発明の効果を損なわない限りにおいて、目的に応じて
、種々の化合物を添加することができる。
　具体的には、例えば、加熱時に応力を緩和させることができる、ゴム、ＳＢＲラテック
スのような物質、膜性改良のためのバインダー、可塑剤、界面活性剤、粘度調整剤などが
挙げられる。
【０１０６】
　また、本発明における密着補助層には、樹脂被膜の機械強度、耐熱性、耐候性、難燃性
、耐水性、電気特性などの特性を強化するために、樹脂と他の成分とのコンポジット（複
合素材）も使用することができる。複合化するのに使用される材料としては、紙、ガラス
繊維、シリカ粒子、フェノール樹脂、ポリイミド樹脂、ビスマレイミドトリアジン樹脂、
フッ素樹脂、ポリフェニレンオキサイド樹脂などを挙げることができる。
【０１０７】
　更に、この密着補助層には、必要に応じて、一般の配線板用樹脂材料に用いられる充填
剤、例えば、シリカ、アルミナ、クレー、タルク、水酸化アルミニウム、炭酸カルシウム
などの無機フィラー、硬化エポキシ樹脂、架橋ベンゾグアナミン樹脂、架橋アクリルポリ
マーなどの有機フィラーを一種又は二種以上配合してもよい。
【０１０８】
　また、更にこの密着補助層には、必要に応じて、着色剤、難燃剤、接着性付与剤、シラ
ンカップリング剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤などの各種添加剤を、一種又は二種以上添
加してもよい。
【０１０９】
　これらの材料を添加する場合は、いずれも、主成分となる樹脂に対して、０質量％～２
００質量％の範囲で添加されることが好ましく、より好ましくは０質量％～８０質量％の
範囲で添加される。密着補助層と隣接する基材とが、熱や電気に対して同じ若しくは近い
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物性値を示す場合には、これら添加物は必ずしも添加する必要はない。添加物を、樹脂に
対して２００質量％を超える範囲で用いる場合には、樹脂自体が本来有する強度などの特
性が低下する懸念がある。
【０１１０】
　密着補助層には、前述のように、樹脂組成物と露光によりラジカルを発生しうる化合物
が用いられることが好ましい。
　ここで、露光によりラジカルを発生しうる化合物としては、従来公知の光重合開始剤が
用いられる。
　使用されうるラジカルを発生しうる化合物としては、芳香族ケトン類、オニウム塩化合
物、有機過酸化物、チオ化合物、ヘキサアリールビイミダゾール化合物、ケトオキシムエ
ステル化合物、ボレート化合物、アジニウム化合物、活性エステル化合物、炭素ハロゲン
結合を有する化合物、ピリジウム類化合物等が挙げられる。
　具体的には、例えば、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルトリクロロアセトフェノン、２，２’－ジ
エトキシアセトフェノン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オ
ンの如きアセトフェノン類；ベンゾフェノン（４，４’－ビスジメチルアミノベンゾフェ
ノン、２－クロロチオキサントン、２－メチルチオキサントン、２－エチルチオキサント
ン、２－イソプロピルチオキサントン、の如きケトン類；ベンゾイン、ベンゾインメチル
エーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル、ベンゾインイソブチルエーテルの如きベン
ゾインエーテル類；ベンジルジメチルケタール、ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケト
ンの如きベンジルケタール類；トリフェニルスルホニウムクロライド、トリフェニルスル
ホニウムペンタフルオロフォスフェートなどのスルホニウム塩、ジフェニルヨードニウム
クロライド、ジフェニルヨードニウムサルフェートなどのヨードニウム塩などが挙げられ
る。
【０１１１】
　密着補助層に含有させる光重合開始剤（露光によりラジカルを発生しうる化合物）の量
は、固形分で０．１質量％～５０質量％であることが好ましく、１．０質量％～３０質量
％であることがより好ましい。
【０１１２】
　本発明における密着補助層の厚みは、一般に、０．１μｍ～１０μｍの範囲であり、０
．２μｍ～５μｍの範囲であることが好ましい。密着補助層を設ける場合、厚みが上記一
般的な範囲であれば、隣接する基材や、被めっき層との十分な密着強度が得られ、また、
一般の接着剤を用いるのに比較して薄層でありながら、その接着剤による層と同様の密着
性が達成される。
【０１１３】
　また、本発明における密着補助層の表面は、形成されるめっき金属膜の物性を向上させ
る観点から、ＪＩＳ Ｂ ０６０１（１９９４年）、１０点平均高さ法で測定した表面粗さ
Ｒｚが３μｍ以下であるものが好ましく、Ｒｚが１μｍ以下であることがより好ましい。
密着補助層の表面平滑性が上記値の範囲内、即ち、平滑性が高い状態であれば、回路が極
めて微細な（例えば、ライン／スペースの値が２５／２５μｍ以下の回路パターン）プリ
ント配線板を製造する際に、好適に用いられる。
【０１１４】
　密着補助層は基材表面に、塗布法、転写法、印刷法などの公知の層形成方法を適用して
形成される。
　密着補助層は、所望により、印刷法（例えば、グラビア印刷法、スクリーン印刷法、フ
レキソ印刷法、インクジェット印刷法、インプリント法など）や、現像法（例えば、湿式
エッチング、乾式エッチング、アブレーション、光による硬化・可塑化（ネガ型／ポジ型
）など）などでパターン化されてもよい。
【０１１５】
　また、密着補助層は基材上に形成された後、何らかのエネルギーを与えて硬化処理を行
ってもよい。与えるエネルギーとしては、光、熱、圧力、電子線などが挙げられるが、本
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実施形態においては熱又は光が一般的であり、熱の場合は、１００℃～３００℃の熱を５
分～１２０分加えることが好ましい。また、加熱硬化の条件は、基材の材料の種類、密着
補助層を構成する樹脂組成物の種類等で異なり、これらの素材の硬化温度にもよるが、１
２０～２２０℃で２０分～１２０分の範囲で選択されることが好ましい。
【０１１６】
　この硬化処理は密着補助層の形成後すぐに行ってもよく、密着補助層形成後に５分～１
０分程度の予備硬化処理を行っておけば、密着補助層形成後に行われる他のすべてのそれ
ぞれの工程を行ったあとに実施してもよい。
【０１１７】
　密着補助層の形成後、その表面に形成される被めっき層に対する密着性向上の目的で、
乾式及び／又は湿式法により表面を粗化してもよい。乾式粗化法としては、バフ、サンド
ブラスト、等の機械的研磨やプラズマエッチング等が挙げられる。一方、湿式粗化法とし
ては、過マンガン酸塩、重クロム酸塩、オゾン、過酸化水素／硫酸、硝酸、等の酸化剤や
、強塩基や樹脂膨潤溶剤を用いる方法等の化学薬品処理が挙げられる。
【０１１８】
〔（ａ２）工程〕
　本発明の金属パターン材料の作製方法における（２）工程では、前記（１）工程後、基
板上の前記被めっき層形成用組成物の未硬化部を、ｐＨ１０未満のアルカリ水溶液で現像
処理し、パターン状の被めっき層を形成する。
　本工程において用いられるｐＨ１０未満のアルカリ水溶液によって、後述する（ａ３）
工程における架橋処理に適用されるマイケル付加反応は生起されない。したがって、本工
程では、前記（ａ１）工程におけるエネルギー付与により硬化しなかった被めっき層形成
用組成物の現像処理による除去のみが行われる。
【０１１９】
（ｐＨ１０未満のアルカリ水溶液による現像処理）
　本工程における現像処理には、ｐＨ１０未満のアルカリ水溶液が用いられ、ｐＨが８～
９．５の範囲のアルカリ水溶液がより好ましい。そのようなアルカリ水溶液としては、Ｎ
ａＨＣＯ３、Ｎａ２ＣＯ３、ＫＨＣＯ３、Ｋ２ＣＯ３、、ＬｉＨＣＯ３、又はＬｉ２ＣＯ

３、を含有するアルカリ水溶液が挙げられる。中でも、イオン性基を乖離させた時の水溶
解性の観点からは、ＮａＨＣＯ３、、又はＮａ２ＣＯ３を含有するアルカリ水溶液がより
好ましい。
【０１２０】
　また、現像処理の方法としては、シャワー現像、浸漬法などが使用できる。浸漬法を用
いる場合であれば、現像液を攪拌して、そこへ基板を浸漬して現像することもできる。
　現像条件としては、現像温度は室温～５０℃が好ましく、現像時間は５秒～５分が好ま
しい。
【０１２１】
　上記の現像処理により、基板上には、パターン状の被めっき層が形成される。
【０１２２】
〔（３）工程〕
　本発明の金属パターン材料の作製方法における（３）工程では、現像処理後の前記パタ
ーン状の被めっき層を、ｐＨ１０以上のアルカリ水溶液で架橋処理する。
　本工程においては、被めっき層を構成する特定ポリマー中に残存するラジカル重合性基
に、特定官能基がマイケル付加反応により付加することで、被めっき層中に架橋構造が形
成される。
【０１２３】
（ｐＨ１０以上のアルカリ水溶液による架橋処理）
　本工程における現像処理には、ｐＨ１０以上のアルカリ水溶液が用いられ、ｐＨが１０
．５～１６の範囲のアルカリ水溶液がより好ましい。そのようなアルカリ水溶液としては
、ＮａＯＨ、ＫＯＨ、ＬｉＯＨ、ＤＢＵ、等を含有するアルカリ水溶液が挙げられる。中
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でも、取り扱い性の観点からは、ＮａＯＨを含有するアルカリ水溶液がより好ましい。
【０１２４】
　また、架橋処理の方法としては、（ａ２）工程後の基板を、アルカリ水溶液中に浸漬、
　シャワー、する方法が挙げられる。
　架橋処理の条件としては、室温または５０℃付近までの加温、時間は１分から３０分。
温度は室温が好ましく、処理時間は１分～１０分が好ましい。。
【０１２５】
　上記のような架橋処理により、被めっき層中に架橋構造が形成される。
【０１２６】
〔（ａ４）工程〕
　本発明の金属パターン材料の作製方法における（ａ４）工程では、前記（ａ３）工程後
の被めっき層に、めっき触媒又はその前駆体を付与する。
　本工程においては、被めっき層を構成する特定ポリマーが有するイオン性吸着基が、そ
の機能に応じて、付与されためっき触媒又はその前駆体を付着（吸着）する。
　ここで、めっき触媒又はその前駆体としては、後述する（ａ５）工程における、めっき
の触媒や電極として機能するものが挙げられる。そのため、めっき触媒又はその前駆体は
、（ａ５）工程におけるめっきの種類により決定される。
　なお、ここで、本工程において用いられるめっき触媒又はその前駆体は、無電解めっき
触媒又はその前駆体であることが好ましい。
【０１２７】
（無電解めっき触媒）
　本発明において用いられる無電解めっき触媒は、無電解めっき時の活性核となるもので
あれば、如何なるものも用いることができ、具体的には、ものであり、自己触媒還元反応
の触媒能を有する金属（Ｎｉよりイオン化傾向の低い無電解めっきできる金属として知ら
れるもの）などが挙げられ、具体的には、Ｐｄ、Ａｇ、Ｃｕ、Ｎｉ、Ａｌ、Ｆｅ、Ｃｏな
どが挙げられる。中でも、多座配位可能なものが好ましく、特に、配位可能な官能基の種
類数、触媒能の高さから、Ａｇ、Ｐｄが特に好ましい。
　この無電解めっき触媒は、金属コロイドとして用いてもよい。一般に、金属コロイドは
、荷電を持った界面活性剤又は荷電を持った保護剤が存在する溶液中において、金属イオ
ンを還元することにより作製することができる。金属コロイドの荷電は、ここで使用され
る界面活性剤又は保護剤により調節することができる。
【０１２８】
（無電解めっき触媒前駆体）
　本工程において用いられる無電解めっき触媒前駆体とは、化学反応により無電解めっき
触媒となりうるものであれば、特に制限なく使用することができる。主には、上記無電解
めっき触媒として挙げた金属の金属イオンが用いられる。無電解めっき触媒前駆体である
金属イオンは、還元反応により無電解めっき触媒である０価金属になる。無電解めっき触
媒前駆体である金属イオンは、被めっき層へ付与した後、無電解めっき浴への浸漬前に、
別途還元反応により０価金属に変化させて無電解めっき触媒としてもよいし、無電解めっ
き触媒前駆体のまま無電解めっき浴に浸漬し、無電解めっき浴中の還元剤により金属（無
電解めっき触媒）に変化させてもよい。
【０１２９】
　実際には、無電解めっき前駆体である金属イオンは、金属塩を用いて被めっき層上に付
与する。使用される金属塩としては、適切な溶媒に溶解して金属イオンと塩基（陰イオン
）とに解離されるものであれば特に制限はなく、Ｍ（ＮＯ３）ｎ、ＭＣｌｎ、Ｍ２／ｎ（
ＳＯ４）、Ｍ３／ｎ（ＰＯ４）（Ｍは、ｎ価の金属原子を表す）などが挙げられる。金属
イオンとしては、上記の金属塩が解離したものを好適に用いることができる。具体例とし
ては、例えば、Ａｇイオン、Ｃｕイオン、Ａｌイオン、Ｎｉイオン、Ｃｏイオン、Ｆｅイ
オン、Ｐｄイオンが挙げられ、中でも、多座配位可能なものが好ましく、特に、配位可能
な官能基の種類数及び触媒能の点で、Ａｇイオン、Ｐｄイオンが好ましい。
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【０１３０】
　本発明で用いられる無電解めっき触媒又はその前駆体の好ましい例の一つとして、パラ
ジウム化合物が挙げられる。このパラジウム化合物は、めっき処理時に活性核となり金属
を析出させる役割を果たす、無電解めっき触媒（パラジウム）またはその前駆体（パラジ
ウムイオン）として作用する。パラジウム化合物としては、パラジウムを含み、めっき処
理の際に核として作用すれば、特に限定されないが、例えば、パラジウム(II)塩、パラジ
ウム(０)錯体、パラジウムコロイドなどが挙げられる。
【０１３１】
　パラジウム塩としては、例えば、酢酸パラジウム、塩化パラジウム、硝酸パラジウム、
臭化パラジウム、炭酸パラジウム、硫酸パラジウム、ビス（ベンゾニトリル）ジクロロパ
ラジウム（II）、ビス（アセトニトリル）ジクロロパラジウム（II）、ビス（エチレンジ
アミン）パラジウム（II）塩化物などが挙げられる。なかでも、取り扱いやすさと溶解性
の点で、硝酸パラジウム、酢酸パラジウム、硫酸パラジウム、ビス（アセトニトリル）ジ
クロロパラジウム（II）が好ましい。
　パラジウム錯体としては、テトラキストリフェニルホスフィンパラジウム錯体、ジパラ
ジウムトリスベンジリデンアセトン錯体などが挙げられる。
　パラジウムコロイドは、パラジウム(０)から構成される粒子で、その大きさは特に制限
されないが、液中での安定性の観点から、５ｎｍ～３００ｎｍが好ましく、１０ｎｍ～１
００ｎｍがより好ましい。パラジウムコロイドは、必要に応じて、他の金属を含んでいて
もよく、他の金属としては、例えば、スズなどが挙げられる。パラジウムコロイドとして
は、例えば、スズ－パラジウムコロイドなどが挙げられる。なお、パラジウムコロイドは
、公知の方法で合成してもよいし、市販品を使用してもよい。例えば、荷電を持った界面
活性剤、または荷電を持った保護剤が存在する溶液中において、パラジウムイオンを還元
することによりパラジウムコロイドを作製することができる。
【０１３２】
　また、本発明で用いられる無電解めっき触媒又はその前駆体としては、選択的に被めっ
き層に吸着させることができるといった観点から、銀、及び銀イオンが好ましい別の例と
して挙げられる。
　めっき触媒前駆体として銀イオンを用いる場合、以下に示すような銀化合物が解離した
ものを好適に用いることができる。銀化合物の具体例としては、硝酸銀、酢酸銀、硫酸銀
、炭酸銀、シアン化銀、チオシアン酸銀、塩化銀、臭化銀、クロム酸銀、クロラニル酸銀
、サリチル酸銀、ジエチルジチオカルバミン酸銀、ジエチルジチオカルバミド酸銀、ｐ－
トルエンスルホン酸銀が挙げられる。この中でも、水溶性の観点から硝酸銀が好ましい。
【０１３３】
　無電解めっき触媒である金属、或いは、無電解めっき前駆体である金属塩を被めっき層
に付与する方法としては、金属を適当な分散媒に分散した分散液、或いは、金属塩を適切
な溶媒で溶解し、解離した金属イオンを含む溶液を調製し、その分散液又は溶液を被めっ
き層上に塗布するか、或いは、その分散液又は溶液中に被めっき層が形成された基板を浸
漬すればよい。
【０１３４】
　また、前記（ａ１）工程において、基板上に、本発明の被めっき層形成用組成物を接触
させるが、この組成物中に、無電解めっき触媒又はその前駆体を添加する方法を用いても
よい。つまり、特定ポリマーと、無電解めっき触媒又はその前駆体と、を含有する組成物
（本発明の被めっき層形成用組成物）を、基板上に接触させて、露光・現像を行うことに
より、めっき触媒又はその前駆体を含有する被めっきパターン（パターン状の被めっき層
）を形成することができる。なお、この方法を用いれば、本発明における（ａ１）工程と
（ａ４）工程が１工程で行えることになる。
【０１３５】
　なお、基板として樹脂フィルムを用い、該樹脂フィルムの両面に対して被めっき層が形
成されている場合には、その両面の被めっき層に対して同時に無電解めっき触媒又はその
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前駆体を接触させるために、上記の浸漬法を用いることが好ましい。
【０１３６】
　上記のように無電解めっき触媒又はその前駆体を接触させることで、被めっき層中の相
互作用性基に、ファンデルワールス力のような分子間力による相互作用、又は、孤立電子
対による配位結合による相互作用を利用して、無電解めっき触媒又はその前駆体を吸着さ
せることができる。
【０１３７】
　このような吸着を充分に行なわせるという観点からは、分散液、溶液、組成物中の金属
濃度、又は溶液中の金属イオン濃度は、０．００１～５０質量％の範囲であることが好ま
しく、０．００５～３０質量％の範囲であることが更に好ましい。また、接触時間として
は、３０秒～２４時間程度であることが好ましく、１分～１時間程度であることがより好
ましい。
【０１３８】
　なお、無電解めっき触媒又はその前駆体を含有する溶液、分散液、或いは組成物にパラ
ジウム化合物を用いる場合、パラジウム化合物は、溶液、分散液、或いは組成物の全量に
対して、０．００１質量％～１０質量％の範囲で用いることが好ましく、０．０５質量％
～５質量％で用いることがより好ましく、更に０．１０質量％～１質量％で用いることが
好ましい。
　また、無電解めっき触媒前駆体を含有する溶液に銀化合物を用いる場合、銀化合物は、
溶液の全量に対して、０．１質量％～２０質量％の範囲で用いることが好ましく、０．１
質量％～２０質量％の範囲で用いることがより好ましく、更に０．５質量％～１０質量％
の範囲で用いることが好ましい。
　どちらの化合物を用いる場合であっても、含有量が少なすぎると後述するめっきの析出
がし難くなり、含有量が多すぎると、所望とされない領域までめっきが析出してしまった
り、エッチング残渣除去性が損なわれることがある。
【０１３９】
（その他の触媒）
　本発明において、後述の（ａ５）工程において、被めっき層に対して、無電解めっきを
行わず直接電気めっきを行うために用いられる触媒としては、０価金属を使用することが
できる。この０価金属としては、Ｐｄ、Ａｇ、Ｃｕ、Ｎｉ、Ａｌ、Ｆｅ、Ｃｏなどが挙げ
られ、中でも、多座配位可能なものが好ましく、特に、特に、相互作用性基（シアノ基）
に対する吸着（付着）性、触媒能の高さから、Ｐｄ、Ａｇ、Ｃｕが好ましい。
【０１４０】
（有機溶剤、及び水）
　上記のようなめっき触媒又は前駆体は、前述のように、分散液や溶液（触媒液）として
被めっき層に付与される。
　本発明における触媒液には、水や有機溶剤が用いられる。
【０１４１】
　本発明に使用される水は、不純物を含まないことが好ましく、そのような観点からは、
ＲＯ水や脱イオン水、蒸留水、精製水などを用いることが好ましく、脱イオン水や蒸留水
を用いることが特に好ましい。
【０１４２】
　めっき触媒液の調製に用いられる有機溶剤としては、被めっき層に浸透しうる溶剤であ
れば特に制限は無いが、具体的には、アセトン、アセト酢酸メチル、アセト酢酸エチル、
エチレングリコールジアセテート、シクロヘキサノン、アセチルアセトン、アセトフェノ
ン、２－（１－シクロヘキセニル）、プロピレングリコールジアセテート、トリアセチン
、ジエチレングリコールジアセテート、ジオキサン、Ｎ－メチルピロリドン、ジメチルカ
ーボネート、ジメチルセロソルブなどを用いることができる。
【０１４３】
　また、その他の有機溶剤としては、ダイアセトンアルコール、γブチロラクトン、メタ
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ノール、エタノール、イソプロピルアルコール、ノルマルプロピルアルコール、プロピレ
ングリコールモノメチルエーテル、メチルセロソルブ、エチルセロソルブ、エチレングリ
コールターシャリーブチルエーテル、テトラヒドロフラン、１，４ジオキサン、ｎ－メチ
ル－２－ピロリドンなどが挙げられる。
【０１４４】
　特に、めっき触媒又はその前駆体との相溶性、及び被めっき層への浸透性の観点ではア
セトン、ジメチルカーボネート、ジメチルセロソルブ、トリエチレングリコールモノメチ
ルエーテル、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールジエチルエ
ーテルが好ましい。
【０１４５】
　更に、本発明における触媒液には、目的に応じて他の添加剤を含有することができる。
　他の添加剤としては、例えば、膨潤剤（ケトン、アルデヒド、エーテル、エステル類等
の有機化合物など）や、界面活性剤（アニオン性、カチオン性、双性、ノニオン性及び低
分子性又は高分子性など）などが挙げられる。
【０１４６】
　以上説明した（ａ４）工程を経ることで、被めっき層中のイオン性吸着基とめっき触媒
又はその前駆体との間に相互作用を形成することができる。
【０１４７】
〔（ａ５）工程〕
　本発明の金属パターン材料の作製方法における（ａ５）工程では、無電解めっき触媒又
はその前駆体が付与された被めっき層に対し、めっきを行うことで、めっき膜が形成され
る。形成されためっき膜は、優れた導電性、密着性を有する。
　本工程において行われるめっきの種類は、無電解めっき、電気めっき等が挙げられ、前
記（ａ４）工程において、被めっき層との間に相互作用を形成しためっき触媒又はその前
駆体の機能によって、選択することができる。
　つまり、本工程では、めっき触媒又はその前駆体が付与された被めっき層に対し、電気
めっきを行ってもよいし、無電解めっきを行ってもよい。
　中でも、本発明においては、被めっき層中に発現するハイブリッド構造の形成性及び密
着性向上の点から、無電解めっきを行うことが好ましい。また、所望の膜厚のめっき層を
得るために、無電解めっきの後に、更に電気めっきを行うことがより好ましい態様である
。
　以下、本工程において好適に行われるめっきについて説明する。
【０１４８】
（無電解めっき）
　無電解めっきとは、めっきとして析出させたい金属イオンを溶かした溶液を用いて、化
学反応によって金属を析出させる操作のことをいう。
　本工程における無電解めっきは、例えば、無電解めっき触媒が付与された基板を、水洗
して余分な無電解めっき触媒（金属）を除去した後、無電解めっき浴に浸漬して行なう。
使用される無電解めっき浴としては一般的に知られている無電解めっき浴を使用すること
ができる。
　また、無電解めっき触媒前駆体が付与された基板を、無電解めっき触媒前駆体が被めっ
き層に吸着又は含浸した状態で無電解めっき浴に浸漬する場合には、基板を水洗して余分
な前駆体（金属塩など）を除去した後、無電解めっき浴中へ浸漬される。この場合には、
無電解めっき浴中において、めっき触媒前駆体の還元とこれに引き続き無電解めっきが行
われる。ここで使用される無電解めっき浴としても、上記同様、一般的に知られている無
電解めっき浴を使用することができる。
　なお、無電解めっき触媒前駆体の還元は、上記のような無電解めっき液を用いる態様と
は別に、触媒活性化液（還元液）を準備し、無電解めっき前の別工程として行うことも可
能である。触媒活性化液は、無電解めっき触媒前駆体（主に金属イオン）を０価金属に還
元できる還元剤を溶解した液で、０．１質量％～５０質量％、好ましくは１質量％～３０
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質量％がよい。還元剤としては、水素化ホウ素ナトリウム、ジメチルアミンボランのよう
なホウ素系還元剤、ホルムアルデヒド、次亜リン酸などの還元剤を使用することが可能で
ある。
　浸漬の際には、無電解めっき触媒又はその前駆体が接触する被めっき層表面付近のめっ
き触媒またはその前駆体の濃度を一定に保つ上で、攪拌または揺動を加えながら浸漬する
ことが好ましい。
【０１４９】
　一般的な無電解めっき浴の組成としては、溶剤の他に、１．めっき用の金属イオン、２
．還元剤、３．金属イオンの安定性を向上させる添加剤（安定剤）が主に含まれている。
このめっき浴には、これらに加えて、めっき浴の安定剤など公知の添加物が含まれていて
もよい。
【０１５０】
　めっき浴に用いられる有機溶剤としては、水に可能な溶媒である必要があり、その点か
ら、アセトンなどのケトン類、メタノール、エタノール、イソプロパノールなどのアルコ
ール類が好ましく用いられる。
【０１５１】
　無電解めっき浴に用いられる金属の種類としては、銅、すず、鉛、ニッケル、金、パラ
ジウム、ロジウムが知られており、中でも、導電性の観点からは、銅、金が特に好ましい
。
　また、上記金属に合わせて最適な還元剤、添加物がある。例えば、銅の無電解めっきの
浴は、銅塩としてＣｕＳＯ４、還元剤としてＨＣＯＨ、添加剤として銅イオンの安定剤で
あるＥＤＴＡやロッシェル塩などのキレート剤、トリアルカノールアミンなどが含まれて
いる。また、ＣｏＮｉＰの無電解めっきに使用されるめっき浴には、その金属塩として硫
酸コバルト、硫酸ニッケル、還元剤として次亜リン酸ナトリウム、錯化剤としてマロン酸
ナトリウム、りんご酸ナトリウム、こはく酸ナトリウムが含まれている。また、パラジウ
ムの無電解めっき浴は、金属イオンとして（Ｐｄ（ＮＨ３）４）Ｃｌ２、還元剤としてＮ
Ｈ３、Ｈ２ＮＮＨ２、安定化剤としてＥＤＴＡが含まれている。これらのめっき浴には、
上記成分以外の成分が入っていてもよい。
【０１５２】
　このようにして形成される無電解めっきによるめっき膜の膜厚は、めっき浴の金属イオ
ン濃度、めっき浴への浸漬時間、或いは、めっき浴の温度などにより制御することができ
るが、導電性の観点からは、０．１μｍ以上であることが好ましく、０．２μｍ～２μｍ
がより好ましい。
　ただし、無電解めっきによるめっき膜を導通層として、後述する電気めっきを行う場合
は、少なくとも０．１μｍ以上の膜が均一に形成されていればよい。
　また、めっき浴への浸漬時間としては、１分～６時間程度であることが好ましく、１分
～３時間程度であることがより好ましい。
【０１５３】
　以上のようにして得られた無電解めっきによるめっき層は、走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ
）による断面観察により、被めっき層中にめっき触媒やめっき金属からなる微粒子が高密
度で分散していること、またさらに被めっき層上にめっき金属が析出していることが確認
される被めっき層とめっき層との界面は、樹脂複合体と微粒子とのハイブリッド状態であ
るため、被めっき層（有機成分）と無機物（めっき触媒金属又はめっき金属）との界面が
平滑（例えば、１ｍｍ２の領域でＲａが１．５μｍ以下）であっても、密着性が良好とな
る。
【０１５４】
（電気めっき）
　本工程おいては、前記（ａ４）工程において付与されためっき触媒又はその前駆体が電
極としての機能を有する場合、その触媒又はその前駆体が付与された被めっき層に対して
、電気めっきを行うことができる。
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　また、前述の無電解めっきの後、形成されためっき膜を電極とし、更に、電気めっきを
行ってもよい。これにより基板との密着性に優れた無電解めっき膜をベースとして、そこ
に新たに任意の厚みをもつ金属膜を容易に形成することができる。このように、無電解め
っきの後に、電気めっきを行うことで、金属膜を目的に応じた厚みに形成しうるため、本
発明の金属膜を種々の応用に適用するのに好適である。
【０１５５】
　本発明における電気めっきの方法としては、従来公知の方法を用いることができる。な
お、本工程の電気めっきに用いられる金属としては、銅、クロム、鉛、ニッケル、金、銀
、すず、亜鉛などが挙げられ、導電性の観点から、銅、金、銀が好ましく、銅がより好ま
しい。
【０１５６】
　また、電気めっきにより得られる金属膜の膜厚は、めっき浴中に含まれる金属濃度、ま
たは、電流密度などを調整することで制御することができる。
　なお、得られた金属パターン材料を一般的な電気配線などに適用する場合の金属膜の膜
厚は、導電性の観点から、０．５μｍ以上であることが好ましく、１μｍ～３０μｍがよ
り好ましい。
　なお、電気配線の厚みは、電気配線の線幅が狭くなる、すなわち微細化するほどアスペ
クト比を維持するために薄くなる。従って、電気めっきによって形成されるめっき層の層
厚は、上記に限定されず、任意に設定できる。
【０１５７】
　上述のメッキ膜の好適な他の製造方法としては、上述の被めっき層形成工程において、
被めっき層の原料材料にめっき触媒またはその前駆体を予め混合しておき、上述の塗布法
、押出成形法、ラミネート法により基板上に被めっき層を積層する方法も挙げられる。こ
の方法の場合、上述の触媒付与工程を実施することなく、めっき触媒またはその前駆体を
含有する被めっき層をひとつの工程で作製することができ、作業効率および生産性の観点
から好ましい。
【０１５８】
＜金属パターン材料＞
　本発明の金属パターン材料の作製方法の各工程を経ることで、本発明の金属パターン材
料を得ることができる。
　なお、本発明の金属パターン材料の作製方法において、基板として樹脂フィルム等を用
いれば、その樹脂フィルムの両面に金属パターンが形成された金属パターン材料を得るこ
とができる。
　本発明の金属パターン材料は、基板に対する金属パターンの密着力に優れる。
【０１５９】
＜表面金属膜材料の作製方法＞
　本発明の表面金属膜材料料の作製方法は、（ｂ１）基板上に、本発明の被めっき層形成
用組成物を接触させた後、前記被めっき層形成用組成物に対してその全面にエネルギーを
付与して、その領域の当該被めっき層形成用組成物を硬化させて、被めっき層を形成する
工程と、（ｂ２）前記被めっき層を、ｐＨ１０以上のアルカリ水溶液で架橋処理する工程
と、（ｂ３）架橋処理後の前記被めっき層にめっき触媒又はその前駆体を付与する工程と
、（ｂ４）前記めっき触媒又はその前駆体に対してめっきを行う工程と、を有することを
特徴とする。
【０１６０】
　既述のごとく、本発明の金属パターン材料の作製方法では、基板上に架橋構造を有する
被めっき層をパターン状に形成した後、該パターン状に形成された被めっき層に対してめ
っきを行うが、本発明の表面金属膜材料料の作製方法では、架橋構造を有する被めっき層
をパターン状とせず基板全面に形成し、当該基板全面に形成された被めっき層に対してめ
っきを行う。
【０１６１】
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　本発明の表面金属膜材料料の作製方法における（ｂ１）工程～（ｂ４）工程について説
明する。
【０１６２】
〔（ｂ１）工程〕
　本発明の表面金属膜材料の作製方法における（ｂ１）工程は、本発明の金属パターン材
料形成方法における（ａ１）工程におけるエネルギー付与をパターン状とせず、基板と接
触している被めっき層形成用組成物の全面に対してエネルギー付与を行う以外は、（ａ１
）工程と同様である。なお、ここで、「全面」とは、被めっき層形成用組成物による被め
っき層の形成を必要とする全領域を示し、ハンドリング性向上などの目的で、基板周縁部
において被めっき層を形成させない領域を設ける場合も、必要とされる全領域にわたり被
めっき層が形成されていれば、これを「全面」と称することがある。
【０１６３】
〔（ｂ２）～（ｂ４）工程、その他の任意工程〕
　本発明の表面金属膜材料の作製方法における（ｂ２）工程～（ｂ４）工程は、本発明の
金属パターン材料形成方法における（ａ３）工程～（ａ５）工程と同様である。
　また、本発明の金属パターン材料形成方法における電気めっき等の任意の工程について
も、本発明の表面金属膜材料の作製方法に同様に適用できる。
【０１６４】
＜表面金属膜材料＞
　本発明の表面金属膜材料の作製方法の各工程を経ることで、本発明の表面金属膜材料を
得ることができる。なお、本発明の表面金属膜材料の作製方法において、基板として樹脂
フィルム等を用いれば、その樹脂フィルムの両面に金属膜が形成された表面金属膜材料を
得ることができる。
　本発明の金属パターン材料は、基板に対する金属パターンの密着力に優れる。
【０１６５】
　また、本発明の表面金属膜材料を用いて、めっき膜（金属膜）をパターン状にエッチン
グして、めっき膜の不要部分を取り除くことにより金属パターンを形成し、所望の金属パ
ターンを材料を作製することもできる。
　金属パターンの形成には、如何なる手法も使用することができ、具体的には一般的に知
られているサブトラクティブ法、セミアディティブ法を用いることができる。
【０１６６】
　本発明の金属パターン材料及び表面金属膜材料は、表面の凹凸が５００ｎｍ以下（より
好ましくは１００ｎｍ以下）の基板上の局所的に、めっき膜を設けたものであることが好
ましい。また、基板と金属パターンとの密着性が、ＪＩＳ－Ｋ５６００に規定される碁盤
の目試験にて１００目中で９０目以上残存することが好ましい。即ち、基板表面が平滑で
ありながら、基板と金属パターン又は金属膜との密着性に優れることを特徴とする。
【０１６７】
　本発明の金属パターン材料の作製方法により得られた金属パターン材料は、例えば、半
導体チップ、各種電気配線板、ＦＰＣ、ＣＯＦ、ＴＡＢ、アンテナ、多層配線基板、マザ
ーボード、等の種々の用途に適用することができる。
　本発明の表面金属膜材料の作製方法により得られた表面金属膜材料は、例えば、例えば
、電磁波防止膜、コーティング膜、２層ＣＣＬ材料、電気配線用材料等の種々の用途に適
用することができる。
【実施例】
【０１６８】
　以下、実施例により、本発明を詳細に説明するが、本発明はこれらに限定されるもので
はない。なお、特に断りのない限り、「％」「部」は質量基準である。
【０１６９】
［合成例：特定ポリマーＡの合成］
　５００ｍｌの三口フラスコに、ジメチルカーボネート３．３ｇ、アセトニトリル１．２
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ｇを入れ、窒素気流下、６５℃まで加熱した。そこへ、２－ヒドロキシエチルアクリレー
ト４．１８ｇ、アクリル酸（東京化成製）１．３ｇ、モノマーＭ１（下記構造）７．２１
ｇ、Ｖ－６５（和光純薬製）０．１８ｇのジメチルカーボネート３．３ｇとアセトニトリ
ル１．２ｇの溶液を、４時間かけて滴下した。滴下終了後、更に３時間撹拌した。その後
、アセトニトリル１５ｇを足し、室温まで反応溶液を冷却した。
【０１７０】
【化１２】

【０１７１】
　上記の反応溶液に、ＴＥＭＰＯ（東京化成製）０．０７４ｇ、Ｕ－６００（日東化成製
）０．２２１ｇ、カレンズＡＯＩ（昭和電工製）６．７ｇを加え、４５℃で６時間反応を
行った。その後、反応液に水０．８５ｇを加え、１．５時間後反応を行った。反応終了後
、水で再沈を行い、固形物を取り出し、特定ポリマーＡ（重量平均分子量：４．５万）を
１０ｇ得た。
【０１７２】
［合成例：特定ポリマーＢの合成］
　５００ｍｌの三口フラスコに、ジメチルカーボネート７ｇ、を入れ、窒素気流下、６５
℃まで加熱した。そこへ、アクリル酸１０．０９ｇ、モノマーＭ２（下記構造）１０．９
９ｇ、Ｖ－６５（和光純薬製）０．４０ｇのジメチルカーボネート７ｇの溶液を、４時間
かけて滴下した。滴下終了後、更に３時間撹拌した。その後、アセトニトリル３５ｇを足
し、室温まで反応溶液を冷却した。
【０１７３】

【化１３】

【０１７４】
　上記の反応溶液に、グリシジルメタクリレート９．９ｇ、ジターシャリーブチルハイド
ロキノン（東京化成製）０．０４６ｇ、トリエチルベンジルアンモニウムクロライド（東
京化成製）０．３ｇ１００℃で６時間反応を行った。反応終了後、水で再沈を行い、固形
物を取り出し、特定ポリマーＢ（重量平均分子量：５．２万）を１３ｇ得た。
【０１７５】
〔実施例１〕
［被めっき層形成用組成物の調製］
　上述の合成法で得られた特定ポリマーＡ：０．２ｇ、炭酸ナトリウム：０．０４ｇ、水
：１．８ｇを混合攪拌し、被めっき層形成用組成物を調製した。
【０１７６】
［基板の作製］
　ガラスエポキシ基板上に、密着補助層として、９質量％のＡＢＳ（Ａｌｄｒｉｃｈ社製
）のシクロヘキサン溶液をスピンコート法（条件：２５０ｒｐｍで５秒、その後、７５０
ｒｐｍで２０秒）にて塗布し、乾燥して基板Ａ１を得た。
【０１７７】
［被めっき層の形成］
　調製された被めっき層形成用組成物を、前記基板Ａ１のプライマー層上に、厚さ１μｍ
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になるように、スピンコート法により塗布し、８０℃にて３０分乾燥した。
　その後、被めっき層形成用組成物に対し、ＵＶ露光機（（株）三永電機製作所製　型番
：ＵＶＦ－５０２Ｓ、ランプ：ＵＸＭ－５０１ＭＤ）を用い、１０ｍＷ／ｃｍ２の照射パ
ワー（ウシオ電機製紫外線積算光量計ＵＩＴ１５０－受光センサーＵＶＤ－Ｓ２５４で照
射パワー測定）にて、フォトマスクを通じて３００秒間、パターン露光を行った。
　露光後の基板を、１質量％ＮａＨＣＯ３水溶液（ｐＨ８．３）中に５分間浸漬した（現
像処理）。続いて、基板を１０質量％ＮａＯＨ水溶液（ｐＨ１３．７）に５分間浸漬した
（架橋処理）。
　これにより、架橋構造を有する被めっき層がパターン状に形成された基板Ａ２を得た。
【０１７８】
［めっき触媒の付与］
　被めっき層を有する基板Ａ２を、硝酸銀を１０質量％水溶液に、１０分間浸漬した後、
アセトンに浸漬して洗浄した。
【０１７９】
［無電解めっき］
　上記のようにして、めっき触媒が付与された被めっき層を有する基板Ａ２に対し、下記
組成の無電解めっき浴を用い、２６℃で１０分間、無電解めっきを行った。得られた無電
解銅めっき膜の厚みは０．1μｍであった。
【０１８０】
（無電解めっき浴の組成）
・蒸留水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７７４ｇ
・ＡＴＳアドカッパーＩＷ－Ａ（奥野製薬工業製）　　　　　４５ｍＬ
・ＡＴＳアドカッパーＩＷ－Ｍ（奥野製薬工業製）　　　　　７２ｍＬ
・ＡＴＳアドカッパーＩＷ－Ｃ（奥野製薬工業製）　　　　　９ｍＬ
・ＮａＯＨ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．９８ｇ
・２，２’－ビピリジル　　　　　　　　　　　　　　　１．８ｍｇ
【０１８１】
［電気めっき］
　続いて、無電解銅めっき膜を給電層として、下記組成の電気銅めっき浴を用い、３Ａ／
ｄｍ２の条件で、電気めっきを２０分間行った。得られた電気銅めっき膜の厚みは１８μ
ｍであった。
　これにより、実施例１の金属パターン材料を得た。
【０１８２】
（電気めっき浴の組成）
・硫酸銅　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８ｇ
・硫酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９５ｇ
・塩酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１ｍＬ
・カッパーグリームＰＣＭ（メルテックス（株）製）　　　　　　　３ｍＬ
・水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５００ｇ
【０１８３】
（密着性評価）
　得られためっき膜に対して、クロスカット試験（ＪＩＳ－Ｋ５６００）を行ったところ
、１００目中０目の剥離がみられた。
　また、得られためっき膜を、６０℃８５ＲＨ％で１０日間保存した後、同様のクロスカ
ット試験を行ったところ、１００目中２目の剥離がみられた。
【０１８４】
〔実施例２〕
［被めっき層形成用組成物の調製］
　前述の合成法で得られた特定ポリマーＢ：０．２ｇ、炭酸ナトリウム：０．０４ｇ、水
：１．８ｇを混合攪拌し、被めっき層形成用組成物を調製した。
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【０１８５】
［被めっき層の形成、めっき触媒の付与、無電解めっき、及び電気めっき］
　調製された被めっき層形成用組成物を用い、実施例１と同様にして、［被めっき層の形
成］、［めっき触媒の付与］、［無電解めっき］、及び［電気めっき］を行って、実施例
２の金属パターン材料を得た。
【０１８６】
（密着性評価）
　得られためっき膜に対して、クロスカット試験（ＪＩＳ－Ｋ５６００）を行ったところ
、１００目中０目の剥離がみられた。
　また、得られためっき膜を６０℃８５ＲＨ％で１０日間保存した後、同様のクロスカッ
ト試験を行ったところ、１００目中０目の剥離がみられた。
【０１８７】
〔実施例３〕
　実施例１の［基板の作製］において、密着補助層の形成に用いたシクロヘキサン溶液に
、ＡＢＳの量に対して１０質量％の割合でＩＲＧ１８４（チバ・スペシャリティ・ケミカ
ルズ社製）を添加した以外は、実施例１と同様にして基板Ａ２を作製した。
【０１８８】
　得られた基板Ａ２を用いた以外は、実施例１と同様にして、［被めっき層の形成］、［
めっき触媒の付与］、［無電解めっき］、及び［電気めっき］を行って、実施例３の金属
パターン材料を得た。
【０１８９】
（密着性評価）
　得られためっき膜に対して、クロスカット試験（ＪＩＳ－Ｋ５６００）を行ったところ
、１００目中０目の剥離がみられた。
　また、得られためっき膜を６０℃８５ＲＨ％で１０日間保存した後、同様のクロスカッ
ト試験を行ったところ、５ｍｍ幅について、引張強度１０ｍｍ／ｍｉｎにて、９０°ピー
ル強度の測定を行ったところ、１００目中０目の剥離がみられた。
【０１９０】
〔比較例１〕
　実施例１の被めっき層の形成において、基板を１０質量％ＮａＯＨ水溶液（ｐＨ１３．
７　）に１０分間浸漬する処理（架橋処理）を行わなかった以外は、実施例１と同様にし
て、比較例１の金属パターン材料を得た。
【０１９１】
（密着性評価）
　得られためっき膜に対して、クロスカット試験（ＪＩＳ－Ｋ５６００）を行ったところ
、１００目中２０目の剥離がみられた。
　また、得られためっき膜を６０℃８５ＲＨ％で１０日間保存した後、同様のクロスカッ
ト試験を行ったところ１００目中４０目の剥離がみられた。
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